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には、方策「ゲノムコホート研究」で

がん予防の研究の推進を図ること

が必須である。あるいは 3.3.1 と縦

断的に 3.3.2 を「革新的診断・治療･

予防法の開発による治癒率の向

上」とするべき。 

676 研究者 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

「予防医学の推進による罹患率の低

下」について：具体的な研究計画を詰

めていく際に疫学者が関与するように

すべきである。 

健常集団における質の高いデータ

収集・長期の追跡にはこれまでのコ

ホート研究の実施で蓄積されたノウ

ハウが必要であるから。 

    

677 団体職員 

１．基本的

考え方関

係,２．グリ

ーン・イノベ

ーション関

係,３．ライ

フ・イノベー

ション関係 

 新成長戦略の重要課題に、農業、

食料と食品の機能性に関する項目が

盛り込まれていないことは重大な問題

と考えられる。グリーン･イノベーション

では、気候変動問題に対応した作物・

植物のバイオテクノロジーを活用した

育種、実用化が必要である。 

  また、ライフ･イノベーションでは、心

身健康活力社会の実現のために、食

の機能性に着目した生活習慣病の予

防が必要である。 

 あるいは、農業・食料、食品の機能

性に関しては別途項目を起こす必要

がある。 

  気候変動に関して、食料問題は

最重要であり、多くを海外に依存す

るわが国としては、食料確保のため

に国内生産を高めて自給率を上げ

るだけでなく、海外での生産･確保

に努めるべきである。そのために遺

伝子活用技術を含むバイオテクノロ

ジーを活用して育種し、世界での実

用化に努めるべきである。 

  老人大国となりつつあるわが国

では、健康寿命の伸長が必要で、

そのためには食生活の改善、食品

機能の研究開発、実用化で予防に

力点を置くべきである。 

    

678 団体職員 

１．基本的

考え方関

係 

経済のグローバル化に対応した技術

輸出の促進 

技術の輸出を踏まえた研究開発で

は、とくに途上国における知的財産権

の制度の不備に注意する必要があ

り、国としてはアジア諸国の知的財産

権の確立に向けた取組を加速してい

ただくことを要請します 

国際的視野に立った産業技術策

は、わが国産業の国際競争力の強

化および経済の活性化への貢献の

みならず、例えばわが国の優れた

種苗技術を輸入食料に技術移転す

ることにより、いわば知的財産権に

よって輸入食料の安定的確保が図

られ、国益にも叶うものとの認識が

重要と考えます。とくに、喫緊の問

題としてとして、カルタヘナ議定書

やITPGR等遺伝資源に係る諸問題

に対して、わが国の国益に沿った

対処を併せ御願いしたく存じます。 

    

679 会社員 
３．ライフ・

イノベーシ

ゲノムコホート研究と医療情報の統合

による予防法の開発とはどのようなも

ゲノムコホート研究と医療情報の統

合による予防法の開発と言われて

遺伝子による癌治療薬の診断技術な

どが開発されると良いと思う 

一人ひとりの患者に適したがん治療

薬を遺伝子診断などを行うことによっ
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ョン関係 のかわかりにくい も、一般人にはその意味することが

分かりませんので、具体的にイメー

ジできる説明がほしい。 

て、不必要な副作用や費用を防げる

と思う 

680 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

グリーンイノベーション政策には植物

科学研究の重要性が見過ごされてお

ります。植物の有効利用、植物バイオ

マス研究にも力を入れるべきである。

特に若手・女性研究者のための植物

科学研究基盤整備が必要であると思

います。また、短期的な成果を求める

研究分野だけ重視されている印象を

持ち、この先、中期的（１０年以上）の

研究の方向性も示すべきであります。

省エネ技術の革新が生じても、所

詮、二酸化炭素の排出の削減であ

り、真の意味での創出された二酸

化酸素を減らすことはできない。植

物界などの光合成の能力が唯一地

球上の二酸化濃度を積極的に減ら

すことが可能であります。 グリーン

イノベーションのための植物科学の

研究推進が求められています。欧

米でも長期的なビジョンで植物科学

に研究に予算が投じられているの

で、日本も植物科学研究基盤を整

備すべきである。次世代の研究者

を支援するため、特に若手・女性研

究者のための植物科学研究基盤

整備も必要です。 

短期的な成果を求める研究と長期的

に支援をする研究を明確に区分して

欲しいです。同じ土俵に全ての研究を

比較対象とするのはフェアーではない

と思います。 

宇宙研究や植物研究などの理学系

研究は成果が出るまでのその研究

期間が工学研究と比較して、時間が

掛かります。 

ですので、研究成果の得られる研究

期間の基準を持って、それぞれ比較

して欲しいと思います。 

681 会社員 

１．基本的

考え方関

係 

偏りすぎていると思う。視野が狭い。 

偏りすぎていると思う。高齢化社会

の日本なので医療、介護問題が重

要なのは理解できるが、各分野の

先端技術は基礎研究が充実してこ

そ成り立ち、そして発展していくも

の。もっと基礎科学の発展にも目を

向けるべきだと思う。 

もっと日本における科学技術を重視す

べきと思う。 

仕分けで話題になったが、政治家の

方々は日本という国における科学、

技術の重要性を軽視しているのでは

ないか？国土も狭く、資源もない日

本がここまで発展したのは洗練され

た科学技術があってこそ。もっと大局

を見て、長い目で科学技術の発展に

予算をつかってほしい。 

682 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

グリーンイノベーションにおける植物

学の重要性が認識されていないと考

えます。植物の本来持っている能力を

最大限利用し、地球規模の問題解決

に挑み、持続的発展可能な社会の実

現を目指すべきと考えます。 

光合成により CO2 を固定できる植

物の力ははかりしれません。低炭

素社会の実現を目指すため、植物

の能力を環境、エネルギー、食料

問題解決のために利用するのは、

グリーン（クリーンという意味以外に

植物も意味する）イノベーションの

主旨そのものと考えます。 

    

683 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

グリーン・イノベーション関係のアクシ

ョンプランについて、各課題の中に農

学・林学などの課題が入っていないの

は違和感がある。 

グリーン・イノベーションという割に、

クリーンエネルギーの分野に特化し

すぎである。日本の技術を磨くとい

う意味では必要かもしれないが、長

科学技術に固執するあまりに、一次

産業がおろそかになっているのが現

状だと感じる。 

一次産業が安定しないかぎり、国とし

て崩壊していくのは目に見えている。

農業も立派な技術の一つであり、衰

退させてはならない重要な技術であ
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年の問題である食糧自給率を増加

するためのイノベーションも必要な

のではないか？口蹄疫の問題でも

明らかになったように、日本の農業

技術は衰退の一途を辿っており、こ

のままでは農業は崩壊すると考え

られる。科学技術だけでなく、農業

技術も日本の誇る技術の一つと考

えられるので、植物に関する研究に

も注力する必要があるのではない

か？ 

る。科学崇拝を見直す時期にあるの

ではないか？ 

684 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

【意見】 

「エネルギー利用の省エネ化」の「?情

報家電・情報通信機器の省エネ化」の

「情報通信機器等の省エネ化やネット

ワークシステムの最適化」で提案され

ているネットワークシステム全体の最

適制御の研究開発を総合的に推進す

ることに賛成します。 

ICT は、例えば打ち合わせをオンラ

イン上で行うことにより移動に伴う

環境負荷の低減が可能など、温室

効果ガス削減効果に大きく寄与で

きることが知られていますが、この

際に使用する情報通信インフラは、

最大トラヒックに合わせて構築する

必要があります。このため、設備自

体は冗長性を持たせざるを得ず、

そのままでは環境負荷が必要最小

限とはなっていないと思います。従

って、ネットワークシステム全体の

効率的な運用を可能にする技術

は、環境負荷の低減には非常に重

要だと思います。また、「社会インフ

ラのグリーン化」にも繋がる技術開

発となると思います。 

選択と集中を行うことと並行して、将

来の芽を育てるための仕組みを設け

ることを提案します。 

数年後の実現を目指す技術につい

ては、選択と集中という手法が合うと

思いますが、革新的なイノベーション

を興す技術については、最初のうち

はどれがあたりか分からない面が強

いため、こうした仕組みからはこぼれ

落ちる可能性が高いと思われます。

芽のうちの技術については、幅広く

バランスよく投資しておく必要がある

と思います。芽の技術を多く育んでお

くことは、長い目で見たときに日本の

国力に大きな影響を与えると思いま

す。 

685 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

本政策を推進されることに関しては、

大賛成でありますが、方策の中に超

電導技術の利用、とりわけ高温超電

導を用いた機器の導入を目指した方

策も取り込むべきであろうと考えま

す。 

電気抵抗がなく総ロスも小さく期待

できる超電導技術、とりわけ最近開

発が進んでいる高温超電導に関わ

る技術は、送電ケーブル、電力貯

蔵、変圧器、回転機、発電機等、多

岐にわたるエネルギー関連分野に

適用が可能であると考えられます。

これらは、日米を中心として世界を

リードしながら開発が進められてい

る分野で、これを戦略的に推進、融

合することが「再生可能エネルギー

国全体の中で必要な技術開発を実用

化するまでの道筋を中長期に推し進

める観点を織り込んでいただければ

更によいかと感じます。 

短期的に結果を求める即効性の開

発と長期的な大学（学問）寄りな研究

開発のそれぞれの必要性は強く謳わ

れいるが、その間をつなぐ中期的な

開発に関する理解がよく見えないと

きがあります。実は、種から市場にで

るまでの間にあるこの中期的な開発

をどこが管轄して、計画的に推し進

めるか腰をすえて海外と戦える技術

を育てる観点で進めていただければ

と思い上記の意見をお送りします。 
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への転換」「エネルギー供給・利用

の低炭素化」「エネルギー利用の省

エネ化」に有効であると考えます。

特にスマートグリッドのキーの要素

技術として考えられるものにて上記

の意見となりました。 

686 会社員 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

難病指定（特定疾患）されている病気

の研究を進めてほしい。ゲノム研究レ

ベルでどんどん進めていけば、治療

法などもう少し発展するのではないか

と思う。 

特定疾患を患っている家族がいる

が、なかなか治療法が発展せず歯

がゆい思いをしているため。経済的

な負担もかなりあり。 

もう少し、基礎科学に資金を投入して

はもらいたいと思います。 

技術立国の日本が研究費を削ってし

まっては、何で世界と張り合っていく

のでしょうか？ 

687 研究者 

１．基本的

考え方関

係,３．ライ

フ・イノベー

ション関係 

不十分である。アクションプラン案に

示される対症療法的な対応では、イノ

ベーションにはならない。ゲノム情報

を活用し、創薬によって心身健康活力

社会を実現する戦略は必ずしも間違

ってはいないが、多額のコストがかか

ることはこの２０年間で証明されてい

る。 

今後もこの方針で進むと、日本の社

会がコストを負担できなくなる可能性

が高いと危惧され、そのような事態を

避けるための「ライフ・イノベーション」

のはずである。 

心身健康活力社会を実現するため

には、心身が健康である状態がど

のような状態であるのか、どのよう

にして健康な状態が実現している

のかを生物学的に解明する必要が

ある。現代の医学者、生命科学者

には、この視点が欠けている。アク

ションプラン案として提案されている

諸策は、個々の疾患の発症メカニ

ズムを個々に研究し理解しようとす

るものであり、心身が健康でなく活

力が失われた社会に対する対症療

法的な対応でしかない。より根源的

な対応策をとらない限り、これまで

行ってきたのと同様に、単純に薬の

使用量が増加し、社会の医療負担

が増加し、名目上は「健康（＝病気

を発症していない）」であるが、活力

があるとは言えない社会を、今実現

してしまっている様に、今後も実現

していくことになると危惧する。 

研究者は、その創造力にしたがって

自由に研究を展開させる権利と、社会

から投資された資産（研究費)にみあ

ったアウトプットを社会にリターンする

義務があるものと考えます。社会への

アウトプットは、論文を執筆することの

みではない。 

  

688 会社員 

１．基本的

考え方関

係 

２つ意見があります。第一は、アクショ

ンプランの対象が２大イノベーションに

限られる理由がわかりません。この２

大イノベーションが重要であることは

認めますが、一体、この２大イノベー

ションで日本のＧＤＰの何％を稼ぎ出

す予定なのでしょうか。第２に、「アク

日本の製造業を支える自動車、機

械、電機、鉄鋼等材料分野の研究

開発に関する記載が極めて限定的

であるのはおかしくないでしょうか。

いずれの分野も激しい国際競争に

さらされる中、日本として競争力を

維持するためのプランが必要です。
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ションプラン案」というものの、中身は

「できたらいいな」という期待の集合に

すぎないように見えます。研究開発／

技術開発としてのアクションプランが

まるでみえません。例えば、各方策を

実現するための製造技術開発等の記

載がないのには大きな違和感を覚え

ます。 

例えば次世代自動車が登場する前

に、自動車分野としてやることは本

当にないのでしょうか。また、機械、

電機、鉄鋼等の研究開発は、２大イ

ノベーションを実現するためだけに

おいても、必須の基盤技術のはず

です。耳障りの良いはやりものの集

合だけをもってアクションプランと称

するのは笑止です 

689 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

省エネを大幅に推進するためには、

情報関連電気機器そのもの省エネ化

のみならずネットワークシステム全体

の最適制御の研究開発・普及が必要

であり、多様化・流動化するトラヒック

に柔軟かつ動的に適応する光ネット

ワーク技術やアクセス網からメトロコ

ア網までを一気通貫で転送できる光

伝送リンク技術の研究開発が必要だ

と考えます。  

インターネットのトラヒック増加に伴

い、通信インフラの消費電力は

年々指数関数的に増加しており、こ

のままでは消費電力とネットワーク

容量の面から破綻し、国の IT/NW

基盤の発展が阻害されます。これ

を回避するため、ＩＰルータを基本と

したネットワークに比べて格段に低

消費電力で大容量化できる光ネット

ワーク技術が必要と考えます。 

    

690 研究者 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

ゲノムコホート研究について：コホート

研究は国民健康推進の基盤となる重

要な研究ですが、症例・対照研究に比

して、疾患要因としてのゲノム情報を

探索する場合の検出力は小さいこと

が知られています。従って、コホートデ

ザインとゲノム解析研究とは開始の際

には切り離す必要があると考えます。

「標準化した方法で、10万人規模のゲ

ノムコホート研究の推進」とあります

が、コホートデザインが最も重要であ

り、標準化した方法としてどうあるべき

か、10 万人が適切な規模であるか、

その内容がどうあるべきか、について

慎重かつ多面的に検討することが肝

要で、性急にコホートゲノム試料を収

集して解析研究を行うことは避けるべ

きで、検出力が期待できる症例・対照

研究を先行させるべきと考えます。 

コホート研究は疾患要因や疾患と

その病状推移に関する頻度などの

情報が得られ、国民健康推進の基

盤となる重要な研究ですが、疾患

ゲノム情報探索の検出力は小さい

ことが知られています。とくに、コホ

ート開始直後の疾患頻度は低いた

めに、疾患要因に関係するゲノム

研究にコホート由来の試料情報を

活用して有用な成果が得られるの

は研究開始後しばらくして（具体的

には目標実現とされる 2020 年近く）

からとなります。直ちに解析を行う

のであれば、既に進行中の住民コ

ホートを用いる方が有効であり、新

規に開始するコホート研究はそれら

を補完するものとして、将来実施す

ることを前提に計画することが必要

です。また、コホート研究では、有用

な結果がでるまでに膨大な時間と
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費用がかかることを勘案して、新規

計画の有効性を事前に評価するこ

とが前提になると考えます。新たな

コホートについての解析研究が行

えるまでは、症例・対照研究および

既存のコホート研究を組み合わせ

ての研究実施を考慮すべきと考え

ます。 

691 研究者 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

私は 3 年前まで東京大学教養学部で

体育を実技指導し、大学院生には遺

伝子・細胞・動物実験で、運動および

温度や機械的刺激を細胞に加えて健

康のメカニズム研究をしていました。

このアクションプランは病気からスター

トしていますが、それだけではなく、自

律的に生きる 60 兆の細胞がもってい

る能力を生かす方策を探ることが重

要です。それにはヒトで大きいエピジェ

ネティクス効果を引き出す「運動・活

動」の研究が不可欠です。。 

ヒトも動物です。運動するようにつく

られている体を具体的によい状態

で活動させることなく、健康は得ら

れません。細胞は「活動依存性」に

ゲノムを読み出すように、設計され

ているからです。ヒトのみが立位で

二足歩行する体を獲得し文化を生

み出しましたが、同時に身体のつく

りは不安定です。具体的に細胞を

活性化し、身体を壊さない運動方策

を提示しない限り、ゲノム情報だけ

では、健康を維持することはできま

せん。 

科学技術の方向を、「活動しないと死

のプログラムがよみだされる細胞の原

理」を前提にするように変換させる必

要があります。また一般の国民も科学

者自身も「動物(生命)としての自分」を

知る科学のプログラムが必須です。科

学技術を、人間という素晴らしい生き

物かつ精神性をもつ存在をいかすよう

に再構築する必要があります。私は

定年前に東大の身体運動実習の中に

５つの自分を知るプログラムを入れそ

の基盤科学を提案しました。 

もうすぐ 66 歳になる東京大学名誉教

授です。40 年間「人間の生物学」に

取り組 み「活動する人間」を支える

「適応科学」の目でエピジェネティクス

等の生命科学知見(マイルドなストレ

スが良い)、日本やアジアの文化が培

ってきた身体 技法(武術や太極拳、

畳の生活)を科学にする試みを追及

してきました。一人ではできませんが

協力すれば科学にできます。自分で

やってみる、この輪を広げるべきだと

考えます。 

692 会社員 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

最近、福祉介護用のロボットの必要性

をよく聞きますが、高齢者や障がい者

の生活を支えるために、ロボットテクノ

ロジーやユビキタスネットワークの活

用が重要なポイントになるので、そう

いった技術開発に重点を置くと良いと

思います。 

高齢化社会を向かえ、老老介護な

どの問題も顕在化しており、介護者

側の負担軽減も課題となっていま

す。高齢者や障がい者にとっても自

立することは重要であり、それを支

えるためにはロボットテクノロジーを

活用した安全で使いやすい知的な

機器が必要だから。 

    

693 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

我が国の食料の安定供給を確保する

ために、気候変動に耐える作物の開

発や作物収量の飛躍的向上を含む、

国内および海外での農業生産性の格

段の向上を目指した研究を推進すべ

きである。 

最近、科学技術政策研究所が実施

した研究者へのアンケートでは、30

年後に向けて日本が発展させなけ

ればならない研究分野ベスト 10 に

農学関係が 6 つ入っている。また、

国民の、安全で安定的な食料確保

に関する関心は、非常に高い。現

在の案は、研究者や国民の関心事

との間に大きなギャップがある。 

    

694 研究者 ２．グリー 中国などの興新国の経済発展に対向 情報社会の発展にともない、情報     
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ン・イノベー

ション関係 

し、我が国の経済成長を維持する上

で、グリーンおよびライフに関わる世

界に先駆けた研究開発力強化は我が

国の経済戦略として重要である。とく

に急速発展する情報技術は、大きな

社会変化をもたらす技術の一つであ

るが、それを支えるインフラのエネル

ギー消費は莫大である。今後益々発

展する情報技術の利便性のを保ちな

がらグリーン化を実現できるか否か

が、重要な鍵を握っている。革新的な

情報技術のグリーン化の研究開発推

進は、新しい産業を生み出す上でも重

要であると考えられる。 

ネットワークの急速に発展し、今後

３D 技術の普及などにより医療面で

の応用などライフイノベーションに

大きく貢献すると予測される。一方

で、情報ネットワークを支えるインフ

ラストラクチャーのトラフィックは急

増し、ネットワーク機器が消費する

エネルギーは膨大になる。低炭層

化で豊かな未来社会を作り上げる

には、エネルギー効率のよい情報

インフラが提供できる革新技術が

必須である。しかし、現状のネットワ

ーク機器自体の効率性向上には、

限界があるためネットワークトラフィ

ック自体を無駄を省き効率的な流

通を高める根本から刷新が図れる

新世代ネットワークアーキテクチャ

の早急な研究開発が必要に迫られ

ている。 

695 公務員 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係,

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

グリーンイノベーションでは，農業分

野による温室効果ガス削減への貢献

という視点も必要ではないか 

ライフイノベーションでは，食品の健康

機能性・安全性の解明を通じた「心身

健康活力社会」の実現という視点が

必要ではないか 

農業には，作物（植物）による CO2

吸収といった直接的な温室効果ガ

ス削減の効果と，化学合成肥料の

使用量削減によるCO2排出量削減

といった間接的な効果とが期待でき

る． 

食品の健康機能性については，科

学的解明，特に疫学的試験が十分

に行われていない．これに科学的

な根拠を与えることができれば，食

事という日常生活の行為から医療

費の削減が可能と考える・ 

    

696 その他 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係,

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係,そ

の他 

グリーン・イノベーションとライフ・イノ

ベーションは非常に重要な課題であ

り、必ず進めていただたかなくてはな

らないことです。これらが円滑に進ま

ない理由がいくつかある中に、市民の

理解が得られないということがありま

す。遺伝子組換え作物の野外試験栽

培や医薬品の治験が進まないなどは

すべての国民が科学技術と上手に

付き合えるようなリテラシーを持ち、

それを向上させるようにすること

が、必要な環境づくりです。 

１）現場の教師が忙しくて新しい情

報に触れる機会がない、２）研究者

の市民への情報提供活動が評価さ

れない（その結果説明責任を果たさ
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その例になります。 

そこで、学校教育だけでなく、市民に

対してもこれらのくらしと密接に関係

する技術がよく知られ、理解されるよ

うな環境づくりとお願いいたします。 

ずに専門性の高い研究に集中す

る）、３）成熟した市民には一方的な

情報提供より双方向性のあるサイ

エンスコミュニケーションからの

awarenesss が重要なのに継続的に

サイエンスコミュニケーションを支え

る人材や機関がない、４）国民に支

持される技術を育てる長期の視点

を持った施策が少ないなどが理由

です。 

697 その他 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

地域産業経済サイドからは、健康社

会を創造的に捉えることが可能なプラ

ットホームとネットワークの構築が重

要と考える。富士山に例えば３合目、

４合目を想定した自然科学と社会科

学の相互作用が可能なサイエンスコミ

ュニティの構築が必要で、特に機能性

食品の科学的エビデンスの研究体制

が望まれる 

健康長寿社会に向けたライフ・イノ

ベーションを推進するには、実際の

食生活での利用を想定した研究が

必要。標準的な食品成分表とは別

に地域の水や環境を含む個別農産

物の持つ成分・機能性など生産現

場の知恵の伝承も重要であり、サイ

エンスコミュニティが重要。 

農産物の生産を行う自然環境から

体内環境までをトータル研究するシ

ステム設計が重要。 

食品の機能性の科学的根拠を充実

し健康情報の統合を図り、質の高

い社会を実現する。 

    

698 団体職員 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

課題「革新的診断・治療法の開発によ

る治癒率の向上」 

・癌の治癒率向上には癌のバイオマ

ーカー（早期診断、患者選別、早期治

療効果評価）の研究開発を促進する

インフラ整備が重要。 

・(1)標準化手法で取得された公的な

高品質がん組織バンクの設立、(2)高

精度、正確性と再現性で多様なバイ

オマーカーの測定を可能にする検体

前処理条件の研究と標準化、(3)低侵

襲性の検体採取、バイオマーカー測

定法開発等。 

・標準化には国際的ハーモナイゼー

ションへも望まれる。 

・癌の治癒率向上には、癌の特性

の早期／正確な見極め、治療法の

選択、治療効果の早期評価など、

治療の一層の個別化が必須であ

る。その指標バイオマーカーの実用

化が鍵となるが、患者検体の有効

利用が欠かせない。 

・バイオマーカー測定の正確性、再

現性等のためには検体品質管理や

前処理条件等の標準化も重要であ

る。米国では昨年、その目的のた

めの癌組織バンク（caHUB）が国立

がん研究所内に設立された。 

アクションプランの考え方 

・出口を見据えたオープン・イノベーシ

ョンを促進する「新たな科学技術の総

合戦略」を策定する。「イノベーション・

科学技術創造立国」を目指し、産学政

官が参画して重点テーマ、資源配分、

人材開発等を盛り込む。 

・総合科学技術会議に専門スタッフを

充実させ、官民の人材交流を図る。ま

た、サイエンス・コミュニケーションを推

進する組織を設置する。 

・日本は地球的規模の課題解決で世

界をリードし尊敬される国を目指すべ

きである。その課題解決にバイオ技

術は不可欠であり、新たな成長機会

を活かす、国際競争に勝つための成

長戦略・科学技術戦略が必要であ

る。グリーン＆ライフを重点化に賛成

する。 

・最先端研究をスピーデｨーに推進す

る社会システム・制度改革が必要で

あり、総合科学技術会議のリーダー

シップに期待したい。 

国家の重点テーマはプロジェクトや

拠点整備を行う。 

科学をベースとした規制やガイドライ
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ンの改革・新設を加速させる。 

科学技術による国際貢献(アジア共

同体との連携)を推進する。 

699 研究者 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

急速に高齢化の進む我が国にとって

「心身健康活力社会、高齢者・障がい

者自立社会」を目指すためにアクショ

ンをおこすという方向性について賛成

します。しかし、「予防医学の推進によ

る罹患率の低下」として、認知症に関

して「ゲノムコホート研究と医療情報

の統合による予防法の開発」を目指

す、というのは施策として不十分であ

ると考えます。認知症に関してはコホ

ート疫学研究と画期的治療法開発の

両輪を進めるべきであると考えます。

同プランにおいて選ばれている心

筋梗塞等は疾患の主体となるメタ

ボリックシンドロームに対する治療

薬、危険因子が確立しているためコ

ホート研究は有効な予防法につな

がる可能性が高いと思われます

が、認知症に関してはまだ進んでい

ません。認知症の発症機構に関す

る分子レベルでの疾患研究及び画

期的創薬研究を同時に強力に推進

せねば、はるかに高齢化の進む

20-30 年後の我が国には間に合わ

ない可能性があると考えます。 

    

700 団体職員 

１．基本的

考え方関

係,３．ライ

フ・イノベー

ション関係 

高齢者・障害者にとってのサービス強

化は、今後の社会の変化を考慮すれ

ば重要と考える。 

欧米（特にヨーロッパ高福祉国）にお

いては、介護の問題において、介護す

る側の負担軽減策・技術開発が重要

ととらえられている。 

これらの問題を解決する一つの有力

な手段として、互いに連携するロボッ

ト技術（ネットワーク・ユビキタスロボッ

ト技術）開発に対して強化策を打ち出

し、研究開発を推進することが重要で

ある。 

ともすれば高齢者・障害者等介護さ

れる側に目が向きがちであるが、福

祉先進国の状況をみると、介護す

る側（ケアファミリー）の問題が大き

くなることが予想される。 

よって、この予想される問題を先行

して解決するための有力な手段とし

てロボット技術を重点項目として取

り上げる必要があると考える。 

    

701 公務員 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

機能性の高い植物の品種開発、食

品・医薬品の開発を記述して下さい。 

予防医学のためには、医学の進歩

より以前に生命の源である農産物・

食品の機能性を活用した「医農連

携」がもっとも重要だと思います。特

に、１０・２０年後の将来を考える時

に、例えば現在の２０・３０代の青年

層は野菜・果物の摂取量が低く、将

来、成人病が増加することが見込

まれます。従って、最優先されるべ

きは医療技術よりも「食物」の方だ
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と考えます。 

702 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

グリーン・イノベーションが掲げられて

いることは適切であると考えます。し

かし、具体的な内容についてみると、

生物学・農学からグリーン・イノベーシ

ョンの基盤を支えるべき植物科学（基

礎から応用までを含む）の戦略的な位

置づけがなされておりません。これ

は、謂わば車の片輪のみの状態であ

り、現状のままでは効果的なアクショ

ンプランの実現、国際的なリーダーシ

ップの確立は望めないと強く危惧しま

す。基礎から応用までを含む植物科

学をアクションプランの中に明確に位

置づけることを強く望みます。 

二酸化炭素問題を含む環境、エネ

ルギー、食糧、さらにライフ・イノベ

ーションとの関連では医薬・健康の

いずれにおいても、植物がもつ多様

な能力を有効に引き出すことが重

要であることは、論をまちません。

一方で、植物の多様な能力を利用

するためのわれわれの知識はまだ

まだ不十分であり、基礎から応用ま

でを含む植物科学のいっそうの発

展が必要です。幸い、わが国の植

物科学は国際的に見て極めて高い

水準にあり、適切な位置づけと振興

策によりグリーン・イノベーションの

一翼を担えると考えます。 

植物科学を国家戦略の中に明確に位

置づけていただきたい。 

海外に目を向けると、欧米はもとより、

新興著しい中国は国家戦略の中で、

植物科学に重要な位置づけを与えて

おります。環境、エネルギー、食糧と

いった今世紀が直面する諸問題のい

ずれにも根本的に関わることを考える

と、これは当然の帰結です。 

  

703 研究者 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

新規治療法の開発の中に、新規薬剤

の開発が掲げられているが、新しい薬

効を探求することは当然ではあるもの

の、新規薬剤候補となりうる化学物質

の毒性・安全性の評価を確実にする

ことによって、産業としての開発コスト

を可能な限り削減し、国内関連産業

が国際競争に伍していける基盤を構

築する施策をあわせて行うべきであ

る。具体的には、既存および新規の

化学物質の安全性制評価を、過去の

知見の蓄積の上に最新科学技術を積

極的に導入したシステムによって再構

築する。とくに、既存化学物質につい

て再評価する優先順位をつけ、体系

的に行うことが必要である。 

新規薬剤が世の中にでるために

は、最終的にヒトを対象とした研究

（治験）が必須であり、この段階で

毒性が判明して開発が頓挫した場

合は、製薬企業に莫大な損失が発

生してしまう。このリスクに耐えられ

る国内企業が次第に減っており、我

が国の製薬産業を維持・強化する

上では、この損失を確実に減らして

企業体力を温存することがどうして

も必要である。そのためには、毒性

が判明して開発を断念した薬剤候

補を優先的にリストアップしてそれ

らの毒性を最新技術によって再評

価し、その情報を新規開発へ活用

することが最も経済的である。これ

は単独製薬企業では実行不可能で

あり、国として産業界・学界をまとめ

あげて実施する以外に実現できる

見込みがない。 

有名大学、有名研究所、あるいは、有

名特定研究者への研究資源の集中

化があまりにもひどい。時流にのった

研究以外にも、綿々と積み上げられき

た科学的遺産を維持するような地道

な領域にもある程度の研究資源配分

を継続して行うべきである。 

時代によって必要とされる科学技術

はたえず変動していく。しかし、将来

おきうる変動はまったく予想不可能で

ある。すなわち、できるかぎり多様な

研究領域を維持していくことによっ

て、将来の変動により早くかつ柔軟

にできることになる。科学技術におい

ても伝統、とくに人材の育成・維持は

きわめて重要であり、いったん伝統・

人材が途絶えてしまえば、それを再

興することはほとんど不可能である。

その損失はあまりに大きい。 

704 会社員 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

ゲノムコホート研究と医療情報の統合

による予防法の開発について、ゲノム

情報と病気のなりやすさの関係がわ

自分の遺伝情報から特定の病気の

なりやすさがわかったところで、治

療法がなければ意味がないと思う。 

広く基礎研究を行うべき。 

基礎研究は必ず何かの役に立つも

のではないかもしれないが、広く基礎

研究を行わないと役に立つ結果が出
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かることと、予防法の開発がどのよう

につながるのかわからない。原因因

子がわかっただけで、予防法の開発

ができるのか？それよりもその病気に

なるメカニズムや治療法の開発に力

をいれるべきではないのか。 

てこないと思う。企業では結果の見え

ない研究は行うのが難しいので、国

が行うべきだと思う。 

705 研究者 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

 健康で豊かな社会構築に向けた科

学技術戦略が明確に示されており、

わかりやすいアクション・プランである

と思います。一方において、医療の個

別化が進むにつれて、個々の技術や

システムの恩恵を受ける対象者の数

が減りますから、当然、費用がかさみ

ます。これは当該医療享受者では負

担出来ませんから、社会全体としてこ

れを負担することになります。また、個

別化を進めた場合にはビジネスとして

の対応も難しくなりますから経済学的

に成り立つかどうかに関してより詳細

な考察が必要と考えます。 

 限られた人を対象とする高額先端

医療、車で言えば、フェラーリ型医

療のみならず、燃費の良い経済合

理性に優れた最先端医療技術、た

とえて言えば、エコカー型医療の振

興が重要と考えます。薬の分野で

いえば、いつでも・どこでも・だれに

でも適用出来、入院費や副作用対

策費を削減出来るドラッグデリバリ

ー・システムなどがこの様なエコメ

ディシンに対応すると考えます。 

    

706 会社員 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

 本アクション・プランでグリーンイノベ

ーションとは、先進の環境・省エネ技

術を開発することにとどまらず、低炭

素社会という社会システム、インフラ

の再構築が必要であるということを指

摘していることは評価できます。その

意図を汲んで、グリーン・イノベーショ

ンの中に、情報通信技術・情報処理

技術の利活用による省エネルギー化

推進の観点の記述を含めると有効で

あると考えます。具体的には、省エネ

ルギー化推進に有効となる各種情報

の処理・管理・通信といった技術の研

究開発が必要という観点で追記をす

べきと考えます。 

 IT 戦略本部で取り纏めている 

「新たな情報通信技術戦略」の「(1) 

環境技術と情報通信技術の融合に

よる低炭素社会の実現」に記述さ

れているように、グリーン・イノベー

ションの創出には、「エネルギーの

ネットワークと情報通信技術の融

合」が重要です。本アクションプラン

においても、エネルギー供給インフ

ラ等の観点に加えて、情報通信技

術の果たす社会システムの効率化

についても言及すべきと考えます。 

 

 「オフィス・住宅の省エネ化」、「交

通運輸分野の低炭素化」、「社会イ

ンフラのグリーン化」、「スマートグリ

ッド」等では、エネルギー需要側に

おける各種センサーや機器類等か

らの情報を統合的に安心して、安

    



No. 属性 テーマ ご意見（アクション・プラン） 理由（アクション・プラン） ご意見（科学・技術全般） 理由（科学・技術全般） 

 

 262

全に取り扱うシステムが重要です。

その際には、取り扱う情報量が膨

大になることから、安全で確実な情

報通信技術・情報処理技術の研究

開発が必要となると考えます。 

 

 また、情報通信技術の利活用に

よるサテライト・オフィス等の活用に

より、人・モノの移動を低減すること

で省エネ化を図る効果も考えられる

ことから、アクションプランの中に、

情報通信技術の高度化による社会

システムの効率化を推進すること、

例えば、テレワーク技術向上による

人・モノの移動の低減などで一層の

省エネ化を図ることを追記すべきと

考えます。 

707 研究者 

１．基本的

考え方関

係,２．グリ

ーン・イノベ

ーション関

係 

「アクション・プラン」については、食料

安全保障やそのための国内食料生産

の維持・向上という視点が欠落してお

り、育種・栽培技術の革新による食料

生産向上や、家畜飼料生産・調製技

術の革新による飼料生産向上など農

業関係の内容も含めるべきであり、そ

れらを農林水産省などを通じて実施し

ていくべきだと思います。 

鳩山政権では2020年度までに食料

自給率を50％まで向上させるという

野心的な目標を掲げています。食

料や飼料の国内生産の維持・向上

のための施策を何も盛り込まなくて

よいのでしょうか？また、研究の進

展のためには競争的資金ばかりで

なく、各研究機関への運営交付金

の一律削減の見直しなど研究機関

の運営予算の確保も重要だと思い

ます。 

    

708 団体職員 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

アクション・プランの考え方、国民参加

型 

・科学技術に関する情報を積極的に

収集し意見交換する中で市民が自分

で意思決定できるように、多様な関係

者がサイエンスコミュニケーションを継

続的に実施、拡充する機能を持つ機

関を設置する。そのための環境整備

も求めます。 

・市民の暮らしと密着しているバイ

オテクノロジー（遺伝子組換え技

術、個人遺伝情報などの利用）がよ

く知られ、市民によって選択される

ようになるには、個々の科学技術リ

テラシーの向上が必要です。 

・長期的視点で政府全体の科学・技

術政策の行動計画を作成し、総合科

学技術会議が「司令塔機能」を発揮し

て府省連携を促進する。国家の科学

技術に関する明確な意思表示が可能

となる予算編成プロセスの改革に賛

成する。総合科学会議の責任執行体

制を確立する。 

・総合科学技術会議に専門スタッフを

充実させ、官民の人材交流を図る。ま

た、サイエンス・コミュニケーションを推

・出口を見据えたオープン・イノベー

ションを促進する「新たな科学技術の

総合戦略」の策定が必要である。「イ

ノベーション・科学技術創造立国」を

目指し、産学政官が参画して重点テ

ーマ、資源配分、人材開発等を盛り

込む。 

・各省の縄張り意識をなくし、各々の

府省の得意な領域の知識・経験を持

ち寄ることにより一層の成果が出るこ

とを望む。 
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進する組織を設置する。 

709 研究者 

１．基本的

考え方関

係,２．グリ

ーン・イノベ

ーション関

係 

10 年後、20 年後を見据えたナノサイ

エンス、ナノテク分野の新材料開発に

関する支援が極めて重要である。今

後も、これを科学政策の重要課題にし

ていくことが重要と考えます。 

科学分野の成果(イノベーション）

は、「改善、改良」ではなく、新しい

発想による革新的な物質、材料開

発が、生命線である。 

    

710 団体職員 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

「ゲノムコホート研究と医療情報の統

合による予防法の開発」 

・診療、薬剤処方、レセプト、検診等の

医療情報に遺伝子情報を加えた大規

模医療情報データベース構築を急ぐ。

その際、各種オミックスデータ等ライフ

サイエンス分野の基礎研究データベ

ースとの統合も視野に進める。 

・国民番号制、理解促進、法令整備、

セキュリティ、データ標準化などに総

合的に対処するプロジェクトマネージ

体制（統括：内閣府）でグランドデザイ

ン、ロードマップの策定を早急に進め

る。 

・医療の高度化のためには、医療

情報の統合、活用が必須である。

基礎データとの統合は新規治療法

の開発につながる重要な視点であ

る。プロジェクトマネージ体制の推

進は、総務省、厚労省、経産省、文

科省等、関係省庁が複数にまたが

る大規模プロジェクトになるため必

須であると考える。 

    

711 研究者 

１．基本的

考え方関

係,２．グリ

ーン・イノベ

ーション関

係 

参考資料２の利活用施策の推進に

は、既存 ICT インフラでは限界があ

り、イノベーション創出を可能とする新

しい ICT インフラ整備が必須であり、

H23 年度においても新世代ネットワー

ク関連技術の研究開発投資を重点化

する必要がある。 

超大規模データのリアルタイム処理

性、ICT インフラの信頼・信用性、シ

ステム環境変動への適応性、等

が、既存インフラでは実現できな

い。既に、北米・欧州は集中投資を

始めており、国内でもネットワーク

制御の新しい革新技術R&Dへの投

資が急務であろう。 

特に、p2 の「府省連携」は、競争力

強化・投資効率最大化の視点か

ら、推進のみならず、強力に進める

べきと考える。 

    

712 団体職員 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

「高齢者・障害者の科学技術による自

立支援」 

・再生医療も課題解決の手段の一つ

であると考える。 

・再生医療により歯・骨・軟骨・神経

細胞等が再生され、視聴覚・咀嚼・

歩行機能の改善等が図られること

により、著しく QOL・ADL が改善さ

れ、要介護者への直接のメリットの

みならず介護者の負担軽減につな
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がる。 

713 その他 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

日本の ICT 産業の生き残りと再発展

は、クラウド＋新世代ネットワーク技

術開発とその導入、そしてグローバル

ビジネス展開の実現が鍵を握ってい

る。日本の政府・行政サービスのクラ

ウド化は、日本国自身が推進すべき

課題であり、それを推進する体制と予

算が必要である。産学官の連携によ

り世界のクラウド標準化に寄与し、今

後の日本のクラウド推進に貢献する

活動をサポートする体制を強化するア

クションが必要である。 

情報通信機器の省エネ化は、機器

それぞれの省エネ化に加え、ネット

ワークの最適化を含めた一層の運

用効率化が重要である。クラウドは

今後の社会インフラ基盤として必須

なものであり、省エネ化にも大きく

寄与できる技術である。日本のネッ

トワークインフラは世界最先端であ

るにもかかわらず、その利活用は

欧米に一回りも二回りも遅れてい

る。日本の進んだ光ブロードバンド

ネットワークを活用した、先端的な

日本発のクラウド技術を創出し、世

界標準に組み入れることが必要で

ある。 

    

714 その他 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

グリーン・イノベーションには食料生産

を含めるべきだと思います。 

私たちの生活・活動にはエネルギ

ーが必要です。しかし、そのエネル

ギーには人間の動力である食料が

含まれるべきです。現在のグリー

ン・イノベーションは、人工物のエネ

ルギーに関する観点ばかりで、人

間のエネルギーである食料の視点

が欠けていると思います。再生可能

エネルギーへの転換、エネルギー

供給・利用の低炭素化、エネルギ

ー利用の省エネ化、社会インフラの

グリーン化の全ての視点でエネル

ギーを食料と読み替えた対策を含

めるべきではないでしょうか。 

    

715 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係,

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

グリーンイノベーション、情報家電・情

報通信機器の省エネ化による社会の

低炭素化を実現するためには、ハード

ウェア機器はもちろんだが、ICT によ

る様々なサービス、プロトコル、などソ

フトウェア的側面からのアプローチが

必ず必要になる。これを効率的に実

証していく環境と技術を持つことで日

本がグリーン化を伴う ICT をリードす

これからの情報家電、医療情報な

ど今後新たにネットワーク資源を活

用するサービスが登場する。これら

のサービスが想定するネットワーク

技術はそのサービスに最適化さ

れ、同一ネットワーク上で異なる論

理ネットワークを構成していくことに

なる。当然、このような環境を想定

した実証実験、研究が必要だが、
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る力になる。そのためにネットワーク

の仮想化技術を用いた研究開発が必

須となる。 

今なされていない。自由なネットワ

ーク機能を創造可能なネットワーク

仮想化を使うことで、様々なサービ

スに対応し、効率的に開発／運用

が可能となる。最適化されたサービ

スをより効率的に開発することは、

結果、省エネ化による社会の低炭

素化を強く推進することができる。 

716 公務員 

１．基本的

考え方関

係 

 アクション・プラン案の目指す「総合

科学技術会議の司令塔機能の発

揮」、「責任の所在の明確化」を具体

化する仕組みが必要である。 

 地域クラスター事業など、同一の目

的を持ったプロジェクトであっても、大

学への研究費は文部科学省、企業に

は経済産業省といった資金配分上で

省庁間の壁が現在は存在することか

ら、CSTP が直接所管する或いは

CSTP で主幹省庁を決定することで、

１つのプロジェクトに対して一元化した

資金の流れと同時に責任を持つ仕組

みを構築してはどうか。 

 国が進める地域クラスター事業

は、文部科学省が知的クラスター、

経済産業省が産業クラスターを両

輪で実施しているほか、食料クラス

ター、医療クラスターなど農林水産

省、厚生労働省も同様な政策を実

施しているが、これらの連携は必ず

しも十分ではなく、主管省庁を決

め、その省庁が責任を持って進め

るべきである。 

 なお、地域クラスター事業の展開

にあたっては、例えば文部科学省

による一元化のもと各クラスターを

実施している都道府県へ資金配分

を行い、都道府県の裁量で産学官

の配分を行うことが最も効果的であ

る。 

    

717 団体職員 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

早期診断・治療を可能とする技術、医

薬品、医療機器の開発 

・未承認医療機器の臨床研究制度の

改善 

平成２２年３月に医師主導の臨床研

究は、薬事法の適用外であることが

明文化されたが、開発者・企業の臨床

研究も円滑に進められるよう制度の

見直し改善を早急に整備する。 

・新規の医療機器の実用化を加速さ

せるために迅速なガイドライン化を可

能とする体制を構築する。 

・薬事法では、開発者・企業が改

良・改善を施した未承認医療機器を

臨床研究目的で医師へ提供するこ

とが認められていない。医療機器

は、臨床現場での改良・改善によっ

て安全性や治療効果が飛躍的に向

上する。 

・新規診断機器に欧米とのデバイス

ラグがある。新規機器は各々の企

業と規制当局との個別協議で進め

られ不透明であり、実用化が遅れ

ている。デバイスラグを解消するた

めに早急にガイドラインを作成する

必要がある。 
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718 会社員 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

ライフ・イノベーションの中に、高齢者・

障がい者・育児中の親等の社会参加

や就労の機会を広げるために、情報

通信技術の利活用が有効であり、ハ

ード・ソフトを含めた情報通信技術（例

えば、テレワーク技術）の高度化・利

活用の推進について追記していただ

きたいと考えます。 

高齢者・障がい者・育児中の親等

の社会参加や就労の機会を広げる

ためには、移動時等に生じる物理

的・時間的・金銭的な制約を軽減で

きる情報通信技術の利活用が有効

であると考えます。これらを実現す

るために、IT 戦略本部が取り纏め

ている「新しい情報通信技術戦略」

に記述されているように、ハード・ソ

フトを含めた情報通信技術の改善

と利用の推進を図ることを追記すべ

きと考えます。 

    

719 団体職員 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

予防医学「ゲノムコホート研究・医療

情報の統合/予防法の開発」 

・「ゲノムコホート研究・医療情報の統

合/予防法の開発」に大いに期待す

る。医療の効果検証に加え、食事・運

動を含む生活習慣改善の効果の検証

にもなり、健康ソリューション産業（サ

ービス、予防機能食品等の提供）育成

にも繋がる可能性が大である。 

・推進方針に、「生活習慣情報と医療

情報、ゲノム情報等の統合データベ

ースの構築」、「生活習慣改善指導サ

ービスや予防機能のある食品等の開

発に資する知見創出」を加えるべき。 

・特定健診制度は個々人の健康･

疾病管理と生活習慣病などの予防

対策の構築を可能にした。国民の

健康意識が高まりは個々人の疾病

や日常健康管理ニーズを生み、健

康ソリューションが必要となる。 

・生活習慣病の対策や予防は特定

健診による未発病者も含む検査デ

ータと国民の医療データの統合・活

用により、医療と日常生活の両面

から予防・改善する取り組みを行

う。これらは輸出しうる予防産業の

インフラになると考えられる。 

    

720 公務員 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係,

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

 各課題解決に向けた取組の「推進

方針」において、「各地域がそれぞれ

の持つ産業基盤や資源といった特色・

強みを活かし、産学官の連携等により

進めている研究開発を積極的に支援

する」といった方策が必要ではない

か。 

 重要課題として取り上げられてい

るグリーン・イノベーション、ライフ・

イノベーションについては、各地域

がそれぞれの持つ産業基盤や資源

といった特色・強みを活かし、産学

官連携により研究開発と事業化を

積極的に進めているところである。

本県においても、例えばグリーン・

イノベーション分野では低温焼結磁

器やリサイクル食器の開発など、地

場産業である窯業の製造プロセス

における消費エネルギーを削減し、

ひいては地域産業を活性化するた
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めの研究開発プロジェクトを産学官

連携で進めている。 

 国の掲げる重要課題解決に向け

た研究開発は、従来はその多くが

ナショナル・プロジェクトとして中央

の大学や国研、大手企業等で実施

されてきたが、アクション・プラン案

の例えばグリーン・イノベーションの

項にある数値目標を達成するため

には、各地域における取り組みが

不可欠であり、これを積極的・優先

的に支援する視点を持つべきであ

る。 

721 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

次世代自動車の開発・普及による省

エネルギーの実現に関し、要素技術と

して挙げられている蓄電池・燃料電池

開発などの重要性はもちろんですが、

摩擦（トライボロジー）技術の向上も重

要であることも付け加えていただきた

いと思います。 

自動車の燃費向上には、摩擦技術

の絶え間ない向上が大きな貢献を

しており、最近２０ 年の摩擦技術の

燃費向上への貢献は総計で１５％

である（トヨタ資料）。これは経験の

積み重ねにより達成されたものであ

る。これを、材料ナノテクノロジーの

推進などにより高度化した界面科

学・表面科学・計算科学など現在の

先端科学の粋を用い、さらに機械

分野ならびに産業界との融合研究

による基礎的な検討、科学的な解

明に基づいた汎用性を持った発展

性のある低摩擦発現技術とするこ

とで、摩擦による燃費向上技術を革

新し、加速できる。現在、このような

革新を導くための先端科学は揃っ

てきており、融合研究的なアプロー

チにより新しい展開が導かれる状

況にあり、推進が強く望まれる。 

このようにして開発した低摩擦発現

技術は、エネルギーロスの低減に

直接貢献するのみならず、その技

術により機械機器の高い信頼性と

耐久性を保障することができ、リコ

ールの減少、機械機器の保全費・
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部品費の節減、潤滑設備関係者の

労働力の節減、耐用年数の延長に

よる設備投資の節減、破損による

波及効果の節減、稼働率・機械効

率の向上による設備投資の節減な

どを通し社会全体に対する経済効

果が期待される。 

これらの効果を正確に試算すること

は非常に困難であるが、 1966年に

英国で行われた潤滑の向上による

経済効果を見積もった Jost Report

と同様な手法により求められた化

学技術戦略機構の委託調査報告

「ST/GSC 技術開発プログラム構想

－ST 戦略の具体化に向けて－」

（2002) では、その経済効果は年額

8.6 兆円に上ると試算されている。 

722 団体職員 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

方策「ゲノムコホート研究と医療情報

の統合による予防法の開発」 

・個人の食習慣情報等とゲノム・医療

情報の統合による解析から、食品が

積極的に生活習慣病の予防に貢献し

うる可能性の科学的検証、或いは生

活習慣病の予防に資する食品成分の

特定に供しうるデータの取得を行う。

高齢化社会でも心身健康活力社会に

貢献できる。 

・生活習慣病の発症に食習慣、摂

取する食品の栄養成分の影響は大

きい。 

国民は生活習慣病の予防・リスク

低減を食に求めており、特定の成

分が濃縮された健康食品を求めて

いる。この状況を認識した上で、科

学的な検証を基に生活習慣病予防

に効果のある食習慣、食品デザイ

ンを国民に提供することが求められ

ている。 

    

723 会社員 

１．基本的

考え方関

係 

ゲノム（遺伝子）を調べることにより、

その暗号配列と病気などがありなし

に、患者検体を分けて比較検討する

解析研究（ゲノムコホート研究）とそれ

に用いた患者の医療情報を一緒に統

合して考えることにより、特定の病気

の診断法や予防法を開発するプラン。

ゲノムを調べることで将来役立つと

信じているから。 
    

724 団体職員 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

2.3.4 課題「社会インフラのグリーン

化」の（iii）推進方針において、「地域

の気候変動の予測･解析技術」の開

発が示されていますが、これを更に発

気候変動は地球規模の問題であ

り、我が国だけではなく、世界中が

協調して取り組む問題である。この

ため、日本が「地域」レベルで実証
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展させて、地球規模の気候変動を観

測・予測・解析する技術を開発するこ

とが必要である。 

した技術を世界に展開し、また世界

の先頭に立って、気候変動を観測・

予測・解析していくことが必要であ

る。 

これにより、この分野で世界から日

本が信頼されることになり、日本発

の気候変動観測・予測・解析技術

（例えば、人工衛星による観測や、

スーパーコンピュータを用いた気候

変動予測技術など）を世界に広げ

ることが可能となり、我が国の成長

にもつながると考える。 

725 会社員 

１．基本的

考え方関

係 

「総合科学技術会議が「指令塔」機能

を発揮し、各府省連携を促進する」こ

とが明言されていますが、本アクショ

ン・プランと他の政策会議における戦

略との関係を明示することで、国家戦

略の一層の明確化が図られると考え

ます。 

例えば、IT 戦略本部が取り纏めを

行なっている「新たな情報通信技術

戦略」において、IT 技術の利用につ

いての戦略が述べられています。

情報通信技術は科学技術の一部と

して位置付けられると考えますが、

国家戦略としての関係・位置付けを

明確に示すべきと考えます。 

    

726 団体職員 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

再生可能エネルギーへの転換（バイ

オマス利用） 

資源・炭素循環型社会実現のため、

資源少国向きの技術開発と世界を牽

引する革新的技術開発と新産業の創

出 

･ 資源少国として、バイオマス資源の

確保と資源の徹底有効活用の技術開

発と実用化、及び革新的な CO2 固定

化技術開発の推進 

･ 我が国に適したバイオ燃料の技術

開発と実用化促進 

･ バイオ化学工業社会へ移行する技

術開発と製品普及の制度構築 

･ 資源リサイクル、環境浄化技術開

発と実用化促進のための制度改革 

･ 省資源、省エネルギー技術の海外

移転による CDM（Clean Development 

Mechanism）制度の活用と地球温暖化

・日本は資源少国であり、将来の化

石資源の枯渇に備えてバイオマス

資源の確保と資源の徹底有効活用

の技術開発と実用化、及び革新的

な CO2 固定化 

技術開発を促進する必要がある。 

・国家戦略として日本の高い植物育

種技術による高収量性、高セルロ

ース含有、耐環境性作物等の開発

と実用化、及び海外への技術導出

による国際貢献が望まれている。 

１．１ アクションプランのねらいと効果

（国民参加型、科学技術政策の見え

る化を確保） 

・国民参加型、科学技術の見える化を

確保することに賛成する。国のリーダ

ーシップにより、科学技術の大切さを

訴求する対話の場作り（双方向のサイ

エンス・コミュニケーション）を行う。 

・社会のあらゆる場と機会で生命科学

の大切さ、「食の安全」等のサイエン

ス・コミュニケーションを行う。 

国は科学技術が国家の存立と発展

の基盤であることを国民に十分に発

信していない。このことは研究開発の

大きな障害ともなり、我が国産業の

国際競争力の低下（国の活力低下）

に繋がる。 

この状況を打破するために、国が強

いリーダーシップを発揮して、科学技

術に対する信頼を得られるような場

（双方向のサイエンス・コミュニケーシ

ョン）づくりを、積極的に進めるべきで

ある。 
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問題への技術的貢献の展開 

727 団体職員 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

日本風力エネルギー協会理事（三菱

重工風車 BU)の上田と申します。まず

2020 年 25%削減目標に向けて効果の

高いテーマに重点を置くのは正しいと

思います。しかし「グリーン・イノベーシ

ョン」に風力発電が入っていないのは

下記の点から重大な見落としです。つ

いては是非とも風力発電（特に洋上風

力）の追加をお願いいたします。 

?風力発電は、発電コストが安く、短

時間に大量導入が可能な発電設備

である。最新の調査では日本でも

電力需要の 10%・50GW 規模の導入

は十分可能と試算されている（出

典：日本風力発電協会）。  

?急速な大型化（3～5 年で 2 倍に。

今の世界一は出力 6MW･φ

130m）、洋上風車（着底式･浮体

式）、台風･落雷･寒冷地･高山への

特殊仕様、電力品質（蓄電池併設･

気象予測連動）・ｴﾈﾙｷﾞｰ輸送（風

力水素･超伝導送電）など、継続的

に活発な技術開発が続いており、

各国政府も力を入れている。特に

洋上風力発電は今がまさに旬であ

る。  

?風車は約１万点の部品からなる回

転電気機械装置であり、産業と雇

用への波及効果が大きい。日本国

内でも既に３千億円・５千人以上の

規模で、更に成長中。  

?特に軸受･歯車の精密機械、ｲﾝﾊﾞ

ｰﾀ/ｺﾝﾊﾞｰﾀ･発電機のパワエレ、炭

素繊維、造船海洋技術等、日本の

技術力と産業競争力を活かせる。  

?経産省の「Cool Earth エネルギー

革新技術計画」にも風力発電が追

加され（5/19 電気新聞）、内閣官房

総合海洋政策局の「2020 年までに

洋上風力を 10GW 導入」（5/9 東京

新聞）など、政府内各所で風力発電

の見直しが進んでいる。 

資源がなく産業立国の日本にとって、

研究開発が重要なのは論を待たな

い。但し研究分野の絞込みに際して

は、過去の経緯にとらわれず、世界の

趨勢を鑑みつつ、経済性と実用性を

重視して判断を願いたいと思います。

公平かつ合理的に判断すれば、風力

発電の優先順位が上がるはずです。 

風力発電は、種々の過去の経緯から

日本では著しく過小評価されていま

す。賦存量や将来性も、欧米や中国

韓国では、次々と見直し・上方修正さ

れている中で、日本は10年前の既に

陳腐化した調査報告を前提に議論さ

れています。「再生エネルギーでは風

車が最も実用的」という世界の常識

に背を向けた新エネ研究開発は、ガ

ラパゴス化した携帯電話と同様に、

結局は日本の国益を損ねるのではな

いかと懸念いたします。 

728 会社員 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

 課題「エネルギー利用の省エネ化」

において、次世代自動車等の省エネ

について言及されていますが、自動車

そのものの省エネに加えて、自動車を

利活用したシステム全体の省エネが

 次世代自動車そのものを対象とし

た研究開発・技術開発による省エ

ネも有効であると考えますが、それ

ら次世代自動車を利活用すること

により、システム全体としての省エ
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可能であると考えます。すなわち、次

世代自動車のＩＴＳ装備による交通シ

ステムの革新について追記していた

だきたいと考えます。 

ネ効果を狙うこともできると考えま

す。例えば、ＩＴＳ技術を進化させる

ことで、革新的な交通システムを実

現し、環境への配慮と交通システム

の利便性を両立した利用者の視点

に立った省エネに資することが有効

であると考えます。 

729 会社員 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

我々の生活環境及び地球全体の自

然環境を良好に保つために、各種環

境情報をモニタリング、測定し、収集し

たデータを利活用して新しい形の ICT

によるグリーン化を推進する必要があ

る。家庭内や生産現場などの電気機

器や情報機器、太陽光発電設備など

の機器モニタリングと、人間の活動状

況モニタリングを行い、セキュアな通

信手段とデータ保護のもと収集したデ

ータを総合的に利活用するセンサネッ

トワーク技術の研究開発の推進が必

要である。 

低炭素社会を実現するためには、

「人」「モノ」「環境」の情報を利活用

し、その情報をもとに各種 ICT 機器

による高度な制御が必要である。し

かし現在、大量のセンサを取り扱う

ためのセンサ・機器統合技術、膨大

なセンサデータを集約し機密化処

理し、安全にデータを利活用する手

段が存在しないため、上記技術開

発は有効である。 

    

730 公務員 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

グリーン・イノベイションは、現在、日

本はもとより、世界各国の問題とし

て、重要な課題である。人間は食物連

鎖において、高次の栄養段階に属す

るとともに、高い知能をもつ生物であ

る。ゆえに、低次の栄養段階の生物、

すなわち、植物に係わる研究である

植物科学の研究を推し進めることが、

栄養供給という側面からも重要となる

からである。地球全体の問題は、多分

野にわたるが、植物科学の重要視は

必須であると考える。 

現在、ダイコン多様性研究を進めて

いる。日本は、ダイコンの最大の生

産国であり、消費国でもある。食料

の自給という観点からも、ダイコン

を含む、食卓をにぎわせているアブ

ラナ科の植物の研究は、非常に重

要である。子供が植物を育て、それ

を食することによる食育は、幼稚園

などの幼児の段階での教育にも大

変役にたっており、植物を観察した

り、その成分の効能を調べたり、植

物の種類を学んだりすることは、将

来をになう子供たちに対して、教育

の恰好の材料となる。 

都市化や、コンビニなどの店舗が増え

たりしていることで、現代社会の日常

のくらしでは、自然に無関心でも生活

をきたさない。自然の恵みを体感にに

くくなっているのが現状であることか

ら、科学技術の発展は重要であるが、

その研究成果を広く、子供たちに提示

し普及させる観点が重要と考える。そ

のためには、スーパーなどに身近に

売られている野菜などの植物研究は

最重要課題と認識している。 

口蹄疫の問題などのように、食料問

題に発展する課題は、今後ふえる。

先に述べたように、食物連鎖を支え

る植物研究は、すべての基盤であ

り、グリーン・イノベイションを、科学

の中心課題と位置づけて欲しい。食

料があって、人間の生活は成り立っ

ている。 

731 その他 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

このアクションプランには欠けているこ

とがある。それは、自然に則した生活

をしてきた古来の日本人の風習や文

化を見直すという視点である。利便性

を追求した西洋?近代化に伴う生活習

生活用品が便利になるにつれ体を

動かす量が減り、運動量が減ってし

まった。その反面、食事は朝昼晩食

べ、栄養が消化しきれずに肥満とな

り、メタボとなり、体を壊してしまう。

薬も改良され、副作用を抑えるために

さらに薬を飲むという薬害が増えてい

る。子供の頃から薬を飲み続け大人

になっていく中で、人間に備わってい

る免疫力や生命力そのものが低下し

日本人の健康や体育、医療の問題を

考える時、四面楚歌で逃げ道がなく

なっているような気がしてならない。

未来の子供たちの健康のために早

急な対処が必要である。 
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慣により、日本人は健康を害すること

が多くなってしまった。運動に関しても

然り。体育という競技としてのスポー

ツトレーニングを止め、躾としての立ち

居振る舞いを取り戻し、男女にそれぞ

れあった身体を育てるという方策が必

要。（武術家?整体師） 

梅雨には食中毒にならないための

食事が日本の中心であったが、そ

れを無視して食べることで中毒現象

をおこしてしまう。男性は瞬発力を

育てる運動、女性は持久力を育て

る運動が体の構造上合っている。

日本にはそもそも体育という発想な

はい。 

ているといえないだろうか？最近話題

にならなくなったが、携帯やパソコンか

らの電磁波が脳波や心臓に影響する

ことは考えられないだろうか？鬱や精

神病などと電磁波の問題は関連はど

うであろうか？きちんと研究して欲し

い。 

732 その他 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

ライフ・イノベーションに日常生活（食

生活、運動習慣）からの健康大国の

視点を加えるべきではないでしょう

か。 

「心身健康活力社会の実現」を目指

すことは大変良いことだと思いま

す。しかし、認知症、脳卒中、心筋

梗塞は、ゲノムコホート研究（わかり

にくい用語なので分かりやすくすべ

きと思います）を行うまでもなく、こ

れまでの研究から食生活や運動習

慣で十分リスクを低減できることが

分かっていると思います。一方で、

これらの知識が十分に危機感をも

って一般に浸透していないため実

際の罹患率の低下につながってい

ないのだと思います。このため、普

段の食生活や運動習慣がこれらリ

スクを低減する科学的根拠の解明

や、より適正な食事・運動の提供方

法、各人の自発的な取組を促す手

法の研究などを対策として加えるべ

きと思います。 

    

733 会社員 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

少子高齢者を迎える中、高齢者の生

活をより快適にし、誰もが質の高い医

療や介護を受けるには、ロボットやユ

ビキタス技術といったテクノロジーを

活用したサービスを提供する必要が

ある。 

医療・介護は社会保障として提供さ

れるものである一方、提供する病院

や施設には経営的な視点にたった

運営が求められる。こうした際にロ

ボット技術などを活用することで、

生産性やサービスの質を上げるな

どの効果を図ることが期待できる。 

    

734 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

グリーン・イノベーションの研究プラン

において、将来像を「地球的規模の課

題である気候変動問題を克服し、世

界に先駆けた環境先進国日本」とか

かげているが、実際の方策に食糧と

地球の全ての生物は私たち人を含

めて、光合成による二酸化炭素固

定に依存していることを考えると、こ

れに深く関連する植物科学研究を

推進することなくして、グリーイノベ

基礎的な研究・研究の多様性・自由な

発想に基づく研究、こういった最も重

要な視点が欠けている。 

本当の意味でのイノベーションは、研

究者の自由な発想に基づく多様な基

礎研究から生じるものです。環境を

維持するために生物の多様性が重

要であるように、短期的利益確保視
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エネルギーの根幹となる光合成、植

物科学の視点が完全に欠落してい

る。 

ーションの将来像を実現は、困難と

考えます。また、植物科学研究は、

もう一つの柱になるライフイノベー

ションの将来像実現においてもきわ

めて重要な基盤をなすものと考えま

す。 

点の施策によって多様な研究の芽を

摘んで、将来のイノベーションの可能

性をつぶさないようにしてほしいと切

に願っています。 

735 会社員 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

「ゲノムコホート研究と医療情報の統

合による予防法」は、既知のバイオマ

ーカーと患者の生活習慣や健康状態

とを結びつけて病気の予防を実現しよ

うという感じのものだと思われます。し

かしこれだけではすべての病気を予

防できるとは思えません。 

ゲノム解読プロジェクトが終了し、

遺伝子設計図を手にしましたが個

人間で多くのSNPが存在し、またそ

の発現状況により病気の発症、進

行も異なると考えられます。その働

きで RNA が重要な役割を果たして

いると考えられるデータが出てお

り、発現解析（トランスクリプトーム

の 

研究）を行うことにより、より個人に

適した予防を行えると考えられま

す。ゲノム情報だけでは、メカニズ

ムの解明がすべて終わったわけで

はないと思いますので上記の分野

においても力を入れていくことが重

要だと考えます。 

    

736 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

グリーン・イノベーションにも関わら

ず、食料に関係する部分がないのは

あまりに粗忽である。日本国内にある

植物についての知的財産を集約し、さ

らに活かし、食につながる政策を打ち

出していただかないと、長期的な展望

としては悲観的に思える。国内であら

たな食料につながる研究、知財を用

意することは、国際社会の中でも重要

である。環境変化など起こった場合

に、日本が対応できるのかなど、危機

管理としての国策は必要であろう。 

世界での人口増加がいかほどか、

食料輸入に大きく依存する我が国

は国際社会のなかのバランスで不

確定要素が大きい。今後、食料に

関する研究を国策にしている、米中

両国のはざまで苦境に立たされる

だろう。戦後、医療そして衛生面の

インフラ整備で平均寿命は 80 才を

越えた。しかし、今後高齢化といわ

れているが、世界的な人口増加を

かんがみると、日本は栄養状態の

悪化でむしろ戦前レベルに下がり

かねない。医療、エネルギーの恩

恵を受ける前に生きるか死ぬかで

ある。 

国際力を考えると、日本が環境立国と

いうことでゼロエミッション、太陽光発

電といった工学的な知的財産を思い

浮かべる。それは事実であるが、ほか

にも国際的に誇れる事実として、植物

自体を理解する多様な成果が国内か

らこの 10 年生まれている。この部分

が注目されないのは非常に不思議で

ある。外貨を稼ぐ意味では、工学的な

部分は推進する価値があるが、通常

の生活水準を維持するために、基礎

も含めた植物科学の推進は外せない

と考える。食の研究は、エネルギー問

題とも通ずる。 

大学の文系生と一緒に生命の歴史

を考えながら授業をしている。光合成

がはじまり 20 数億年かけて、今の酸

素濃度に達し、そのおかげでオゾン

層が生まれてはじめて 5 億年前に地

上に生物が上がってきた。食料は昔

も今も植物の営みに依存している。

今の人類が享受している地球環境が

どれだけ長い時間かかって生まれた

か。微生物、植物と先にうまれた生

物たちのおかげで、現時点でも生き

ている。その枠組みのなかでまず考

えるべきは食料であり、それがあって

のよりよい生活であるという共通理

解がうまれている。 

737 会社員 
２．グリー

ン・イノベー

情報家電・情報通信機器等の省エネ

ルギー化について推進すべきとする

情報通信を利用するで、社会生活

上の省エネ化を促進させることが有
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ション関係 内容に賛同しますが、情報通信を利

用することによる社会生活上の省エネ

化を促進することについても言及すべ

きと考えます。また、情報通信分野で

大きな位置を占める無線通信分野、

特に無線基地局の省エネ化と電波の

有効利用を両立できる技術の研究開

発も望まれるところと考えます。 

効であると考えるから。また、情報

通信分野で無線通信の占める割合

は大きく、省エネ化の推進に欠かせ

ないと思われること、無線基地局の

省エネ化と電波の有効利用を両立

させることが大切と考えるから。 

738 会社員 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

超高齢化社会において高齢の方々が

生きがい?やりがいを持って生活する

ためのプログラムを開発しようと真剣

に取り組んでいらっしゃる東大名誉教

授がいらっしゃいます。そして、国のた

め、世界のために役立つ真の人類愛

に基づいて動かれています。このよう

に公的意識に基づいた研究にこそ大

切な研究費が 使われることを切望し

ます。「運動が病気を予防する」ことが

常識になっていますが、その科学的

根拠を是非、解明して欲しい。 

本当に世の中に役立つ最先端科学

は「異分野」から出現するのではな

いでしょうか。上記の先生は身体科

学出身の教育学博士で、細胞生物

学、宇宙、脳と研究の範囲を広げて

きました。そのプログラムを実行す

れば、病気が激減することは容易

に想像できます。新しい知見は常に

その時代から非難されて出発する

もので、まだまだ理解されていない

ようですが、大いに期待できます。

国としてもこういう方を応援すべき

です。 

科学技術全般に関するご意見：過去２

０年間で分子生物学を中心に科学が

進んだ分野もありますが、医学につい

ては全然変わっていない。最悪は、死

因 No.1 を疾走するガンに対して、ライ

フスタイルを変えれば良いという対策

が確立されているにもかかわらず何ら

手を打たない日本政府の対応です。

いま何をしなければならないのか、手

遅れにならないうちによく考えてくださ

い。今回の私のコメントが、真に国民

が望む科学政策に反映されることを

望みます。 

ガンになり易い「性格」が存在し、そ

の性格を「改善」することにより、高い

確率でガンにならないで済むというこ

とが、２０年前から科学的に証明され

ているにも関わらず広まっていない。

かつて予防医学業界で働いていた私

は、病 気の予知診断ができる人間ド

ックの普及に尽くしました。日本の産

業構造が変わると有識者には賞賛さ

れたのに、ベンチャー企業の社員で

ある私の陳情は、厚生大臣に届きま

せんでした。「時期尚早」ということで

した。 

739 研究者 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

本アクションプランでは「予防医学の

推進による罹患率の低下」を目指して

おり、その方法として認知症、脳卒

中、心筋梗疾患の原因や発症機構の

解明に力をいれるとある。しかしなが

ら、疾患のターゲットを上記に限定し

てよいものだろうか？ 

多くの疾患は高齢に伴う不活動や

老化に伴う身体の変化と無関係で

はなく、中年期以降の日常的な生

活習慣が疾患を引き起こす可能性

がある。しかし、これまでの生活習

慣病対策では、ある栄養成分や運

動により、身体にどのような影響を

及ぼし効果があるのかを、科学的

な見解として提示できているとは必

ずしもいえない。したがって、病気

対策ではなく、健康な身体の維持

のための方策研究に重点化すべき

である。 

科学・技術発展のために、大学教員・

研究者の拡充をはかるべきではない

か。先端的な研究のためには、研究

に従事する人員・それを補佐する人員

など、人数を増やす必要があるので

はないか。また、国立大学でも定年制

を廃止し、若い教員には研究活動を、

年配の教員は長年の経験を学生に伝

授する教育活動に従事するなど、役

割分担をもたせた方がよいのではな

いか。 

大学教員も育児休暇を必須にし、将

来の日本人の人材育成に積極的にか

かわるべき。 

なぜなら、日本の大学研究のシステ

ムは、アメリカに比べると雑用が多い

などの点で非効率的であるといわれ

ているからである。朝から晩まで大学

で仕事をして、家庭を顧みない研究

活動に、国民のニーズ（や生活を豊

かにするにはどうしたらよいか？な

ど）を察知することができるだろう

か？個人的興味のような研究のため

の研究になっていないだろうか？ 

740 団体職員 その他 

研究開発、産業の根幹である知的基

盤整備の重要性、推進に対する具体

的な記載がない。 

日本及びアジア諸国は、知的基盤

を欧米に頼っている状況が続いて

いる。欧州では知的基盤の根幹で

ある規格制定を世界戦略として位
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置づけている。また、化学物質（標

準物質）、微生物等の研究開発、産

業に取って必要な知的基盤に対し

て、維持、管理、データ収集、蓄

積、供給は、話題になることが少な

く、予算確保がなされず、散逸、供

給不能の事態なりかねない。もし、

米国の財政危機等により、供給が

止まれば、研究活動、産業活動の

停止に追い込まれないとも限らな

い。知的基盤の維持、管理、供給に

は強いメッセージ、日本国家として

の強い意志が必要である。 

741 会社員 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

「社会インフラのグリーン化」の具体的

な施策として、クラウドコンピューティ

ングの基盤整備を提案します。利用

者にとって使いやすい情報処理を提

供すると共に、日本に設置されたクラ

ウドデータセンターが他国のデータセ

ンターよりも安心・安全かつ高レベル

のサービスを国内国外に提供するこ

とで、日本の競争力向上・外貨獲得が

できます。 

農業・食料、交通分野、水道・電力・

ガス等の社会インフラ、医療福祉分

野、物品・資産管理のような分野

で、他国に先行して効果のあるサ

ービスを提供することができます。

また、クラウドデータセンターに蓄積

された知識を使って、継続的に新し

いサービスを輩出する環境ができ

ます。 

    

742 研究者 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

私は、宇宙生物学の研究をしている

植物学者です。中年をすぎて自分の

健康が心配です。無重力環境の宇宙

飛行士が宇宙に長期滞在すると体が

ぼろぼろになるのは知っているので、

運動をしようとおもうのですが、地上で

はころんだり、やりすぎて体をこわす

のが心配です。安心して運動するた

めの科学的でか つ具体的な方法は

提案されていません。 

ゲノムコホート研究では、上記の答

えは得られないとおもいます。ゲノ

ムは遺伝子情報を保持しています

が、読み出し方が問題なのではな

いでしょうか。 

自分自身も遺伝子や細胞を扱います

が、iPS やゲノムの研究だけで、病気

にならない健康科学が提示されるとも

思いません。日本ではとくに女性が 10

歳ちかく長寿なのですが、最後まで元

気に生きる人は少ないのが現状で

す。その対策となるなっとくゆく科学を

育成してください。 

男女共同参画プログラムにとりくんで

いますが、社会的な平等だけでは、

本質的な男女共同社会がつくれませ

ん。女性と男性の体の違いなどの基

本的な観点が科学的にあきらかにさ

れる必要があるとおもいます。このよ

うな観点で科学をしている女性東大

名誉教授といっしょに活動をしようと

おもっています。ぜひ応援してくださ

い。 

743 会社員 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

日本の風力導入予想量 640 万 KW は

少な過ぎる。世界の常識から大きく外

れている。エネルギー安全保障の観

点が無い。 

過去の古い解析データーにもづくも

ので、2009 年の NEF によれが陸上

で 6400 万 KW,2010 年 3 月環境省

調査では 16000 万 KW の賦存量。

会場を入れるとこの 4-5 倍。これ

を、諸外国と同様に送電を国全体

日本に欧州並みの風力の電気を入れ

る研究と政策提言を行うべき 

今の電気事業法と 9 電力が独立して

いる体制では、既得権益の確保に必

死で、自浄能力は無い。別組織を立

ち上げ、国全体で送電を行う体制と

すべきでその研究と制度設計が必

要。風力は費用対効果、産業のす裾
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で管理すれば欧州諸国に追いつく

ことは可能。風力は費用対効果、産

業のす裾野が広い。洋上は特に有

望。 

野が広い。 

744 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

超電導に関してさらに重点的に取り組

むべきである。 

２．３．２ 課題「エネルギー供給・利用

の低炭素化」の（２）課題解決に必要

な方策「エネルギー供給・利用の低炭

素化」にあたっては、原子力発電、高

効率火力発電、超電導送電…を多面

的に利用すべきである。 

とありますが、下記理由のように「超

電導技術」は多方面で応用されようと

しており、太陽光発電などによる再生

可能エネルギーの有効利用には、低

炭素化などの点から欠かせない。 

超電導の技術開発においては、 

米国：高温超電導を用いた大電流

送電網の構築 

欧州：大型風力発電機の開発 

が活発に進みつつあり、また、日本

では電気自動車用にあるいは米国

で舶用に、高温超電導モータが開

発された経緯もあり、 

グリーンイノベーションをさらに有効

に育てるために、 

ぜひとも超電導技術開発が必要で

ある。 

また、政府の Cool Earth21 プログラ

ムでも、超電導高効率発電が取り

あげられている。 

１．グリーン、ライフイノベーションへの

重点化には大いに賛成である。 

 

２．競争的資金の有効活用について 

 資金の一元管理と同様、評価機構

の強化が重要である。 

１．価値ある科学技術分野は80年代

の半導体などから、確実にもっと人

間の根源的なものへ移りつつある。

すなわち、より便利な社会から、より

幸せな社会へ人類の視点は移って

いる。こうした状況のなか、より人間

的な技術への投資は共感を呼ぶ。 

 

２．同様な資金を受けている関係者

からの話しを聞くと、提案段階では競

争があるが、その成果の評価および

それによる再分配の仕組みが弱い。

これは、評価機関の脆弱性（任期、モ

チベーション）による。よって、その人

員の資源的なものを責任をもってま

かない長期的に存続する組織、機関

をつくて研究開発への投資を進める

べき。すなわち、この機関にも内部競

争的な仕組みが必要。 

745 会社員 

１．基本的

考え方関

係,３．ライ

フ・イノベー

ション関係 

心身健康活力社会の実現のために

は、高度先進医療機器の開発はもと

より、プライマリーケアを受持つ汎用

医療機器が不可欠である。IT（情報技

術）活用による画像医療システムの役

割は早期診断のためには非常に大き

くなっている。特に現状の検査多過、

検査付けの状況は病院・医院間のデ

ータ共用が全く推進されていないこと

によるところが大きい。データ共用し

早期診断するためには、IT 活用した

診断用画像処理システムの開発/普

及が必須であり、我国の医療行政の

規制緩和改革が急務である。 

産業としての医療分野の成長という

観点からみると、我国の医療行政

は、薬事法をはじめとした規制行政

と、医療行為の支払高を決定する

医療保険制度からなっている。医療

保険制度の枠組みの中で診療報

酬制度の償還対象とならなけれ

ば、産業としての成長はない。 

医療機器に対する法規制（薬事法

他）についても安全・安心を確保し

つつ、産業の発展し易い体系を構

築すべきである。製品リスクに応じ

た最適な規制を国際整合を図りつ

つ、規制緩和を実施する必要があ

る。 

医療におけるIT活用を体系化して、そ

の価値・位置付けを明確にし官民一

体となって画像医療システム産業に

取組むことを可能にする環境を、早急

に構築する必要がある。 

画像医療システム産業の育成に向け

た先端技術開発支援、税制面での優

遇、インフラ整備、審査の迅速化、適

正な診療報酬評価など包括的な施策

を実施する必要がある。 

IT と医療機器の融合による新技術の

実現や、地域医療への貢献等に関し

て、官民が担う部分が不明確であり、

開発投資が推進されない一因となっ

ている。さらに、IT を活用した画像医

療システムの産業としての期待が大

きいにもかかわらず、薬事法承認申

請の複雑化や有効性の経済評価が

不十分などの問題も大きな原因であ

る。 

746 会社員 ２．グリー 「情報家電・情報通信機器の省エネ 次世代グリーンコンピュータの実現     
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ン・イノベー

ション関係 

化」の具体的な施策として、ナノエレク

トロニクスの研究成果を活用した次世

代サーバ技術と電力制御技術によ

り、高密度・低消費電力の次世代グリ

ーンコンピュータを開発し、コンピュー

タの性能当たり消費電力を大幅に削

減する施策を提案します。 

により、データセンター向けサーバ

の大幅な電力削減が可能となるこ

とから、国内のみならずアジアを含

む海外に対しても、従来のサーバ

からの置き換え需要が期待できま

す。また、次世代グリーンコンピュ

ータの利活用により、大規模シミュ

レーションを通じた創薬・革新的も

のづくり等を通じた産業競争力の強

化が期待できます。 

747 会社員 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

再生可能エネルギーの柱を太陽光に

置いているのは世界の流れに反して

おりおかしい。風力を主体とすべき。 

世界では 2030 年まで太陽光は費

用対効果で導入が進まず、風力が

大幅に導入が進むと見ている。日

本でも同様に賦存量は十分あるの

で系統連携策を正しくとれば十分に

風車を導入できる。2020 年に 2000

万 KW 以上。風力は費用対効果、

産業のす裾野が広い。洋上は特に

有望。 

    

748 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

森林バイオマス資源の持続的生産シ

ステム構築と、森林バイオマス資源か

らの画期的な技術革新に基づく高付

加価値工業原材料生産やエネルギー

生産システムの確立に関する研究拠

点の形成が、今後我が国が生き残っ

ていくうえで必須となっています。ま

た、これらの研究開発においては、

農・工・理等の理科系諸分野と地域研

究等の文科系諸分野における、それ

ぞれの基礎・応用研究領域における

個々の研究の深化・技術革新と、領

域の垣根を越えた有機的な研究の連

携推進が必須であり、これらの分野を

統合した研究拠点の構築が不可欠で

あります。 

樹木は他の生物とさまざまに相互

作用しながら、生育しています。植

物の研究者だけでは、エネルギー

資源の問題を解決することは無理

であり、他の分野との連携を、実が

なる形で行わないといけないと思い

ます。 

人類が直面しているエネルギー、食

料、環境の問題を克服するためには、

人類の蓄積してきた再生可能有機物

（バイオマス）資源リソースの活用が

キーポイントになります。近年の、生

命科学分野、特にオミクスにおける急

速な研究展開と、超高分解能フーリエ

変換質量分析装置の発展に伴い、有

機物であれば公平、網羅的かつ迅速

に測定する最先端技術が開発されて

きています。キャピラりー電気泳動質

量分析で得られる、極性が高い代謝

産物の情報は、他の質量分析法では

得ることができない貴重な情報です。

そこで、キャピラりー電気泳動質量分

析の設置を支援することが必須と考

えられます。 

  

749 会社員 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

「社会インフラのグリーン化」の具体的

な施策として、これまで個々に管理さ

れていた、地理情報や GPS 情報とい

グリーンイノベーション分野におけ

るエコモビリティ(次世代 ITS と連携)

やスマートグリッドの実現、ライフイ
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った多種多様な時空間情報を一元化

することにより、複雑な実社会の状況

をリアルタイムに把握すると共に、収

集した大量の情報をシミュレーション

やマイニング技術を用いて解析、可視

化する「時空間情報技術」を開発する

ことを提案します。これにより、様々な

社会問題を解決し、豊かで活力ある

社会を実現するためのイノベーション

を起こすことができます。 

ノベーション分野における健康長寿

先進都市の実現、観光分野におけ

る地域ブランド化戦略や”Japan 

hospitality”の実現等、時空間情報

が関連する様々な分野において活

用が可能です。また、水資源の確

保や防災等、安全・安心のインフラ

整備支援に向け、日本発の技術と

してアジア・世界への展開が期待で

きます。 

750 研究者 

１．基本的

考え方関

係,２．グリ

ーン・イノベ

ーション関

係 

(1)基本的考え方について：総合科学

技術会議の課題作成・課題選定にに

おける負担が増大しそうである。専門

調査委員会にフルタイムの専門員を

任期制で雇用してはどうか。 

(2)グリーンイノベーションについて：工

学的テクノロジーと植物藻類バイオテ

クノロジーを統合するプラン作成の仕

組みを作るべきだ。 

(1)総合科学技術会議主導での府

省連携との理念はわかるが、現体

制では総合技術会議がその負担を

真剣に担えるのか。メンバー間の

情報疎通をになう足回りの良い専

門員が必要ではないか。 

(2)グリーンイノベーションのプラン

は「現在の」我が国の強みである工

学的技術に偏っている。ブレークス

ルー創出を目指すのであれば、植

物藻類を加味した真の未来型テク

ノロジーを生み出す仕組み作りをし

ないと国際的にも遅れが出る。 

    

751 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

「グリーンイノベーション」を唱っている

にもかかわらず、既存の産業技術の

延長上の施策ばかりが目につく。太陽

エネルギーを利用し、二酸化炭素を固

定して生きている植物をより効率的に

利用し、食料生産だけでなく、種々の

有用物質の生産や、環境の保全・活

用につなげるような長期的な視点に

立った研究開発を進めるべきである。

「課題解決に向けた取り組み・方策」

にこうした視点をもっと反映させること

を求めたい。 

「グリーンイノベーションによる低炭

素・循環型社会」を目指す上で、既

存の産業技術・システムの改革に

加えて、太陽エネルギーをもっとも

有効に活用している植物の有効利

用を考えることは極めて常識的な

発想ではないか。実際、参考資料２

では、気候変動に適応した食料生

産や森林・生態系保全の重要性や

市場規模が大きいことが指摘され

ているのに、具体的な対応方針に

はこれらがほとんど反映されていな

い。 

大規模プロジェクトへの投資に加え

て、基礎・基盤的研究への資金供給

を増加させることが必要である。科研

費基盤研究の採択率を上げること

や、大学・研究機関の基盤的経費の

増額が必要と思う。 

イノベーションを実現するためには、

さまざまの試行錯誤や成果の見通し

が確実でない研究に挑戦する必要が

あり、こうしたものの中から日本独自

の技術につながる研究が生まれてく

ると考える。現状では、こうした挑戦

を可能にする環境が年々乏しくなっ

ているのではないかと危惧する。 

752 会社員 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

設置コストが高く、効率が悪い太陽光

を再生可能エネルギーの中心に置い

ているのは非効率的。また、太陽光は

風力発電機は複合技術や複合業

界が統合されたマーケット。（電機、

電子、流体技術、樹脂の製造技

    



No. 属性 テーマ ご意見（アクション・プラン） 理由（アクション・プラン） ご意見（科学・技術全般） 理由（科学・技術全般） 

 

 279

設備・生産技術等のノウハウ毎販売さ

れており、技術的な付加価値をメーカ

間で差を付けることが出来ず、人件費

が安い国で製造した製品がシェアを

取る構図となっている。産業の裾野が

狭いことも日本が積極的に取り組む

製品ではないと思う。風力発電は設置

面積あたりの効率も良く、産業の裾野

が非常に広い製品なので、自動車と

並ぶ重要産業として延すべき。 

術、機械設計、土木、建設）ありとあ

らゆる産業が必要とされる。インフ

ラの整備等も併せて要求されるの

で、地域復興の面からもダイレクト

にお金の循環が期待できる。 

753 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

グリーンイノベーションのアクションプ

ランに、農業生産技術研修のイノベー

ションを入れるべきである。 

わが国の持続的発展には、食料自

給率の向上は必須である。農業に

おいても、化石燃料依存の体質を

改善し、エネルギー効率を高める技

術イノベーションが必要である。 

    

754 研究者 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

1. 医療現場が、崩壊といわれるよう

な現状である。ゲノム解析装置が高

価な外国製であることもあり、現場感

覚の乏しい限られた機関でしか行わ

れていず、若年孤発生腫瘍など医療

現場に根ざしたアイデアが実行できな

い状況がある。 

2.  解決法の一つには、看護領域な

どの職種（高度な知識をもつ人材は少

ないが）の活用して、生活習慣などを

含めた個々の例に対応、研究していく

地方拠点作りが必要で、その領域の

人材の流動化もすすめるべきである。

ゲノム情報と医療情報の統合という

点に関して若干のコメントをしたい。 

ゲノム医学研究が、国民や医療に

明確なbenefit をもたらすという実感

が国民にも、医療者自身にも乏し

い。その意味で医療情報との統合

あるいは生活習慣など疫学的情報

との統合は意味のある課題である

が、現在の特定の大型 project と称

するような体制で、大都市のごく一

部でおこなっているようでは、研究

者自身にもその問題意識が育成さ

れないと思う。 

全体的にパイを大きくするというの

は、研究者としては positive である

が、選択と集中の弊害の、もっとも大

きな点は、地方大学の衰退といういい

かたではなく、若手人材の流動性や

独立性を阻害しているという側面を強

調すべきだと思う。 

自助努力の不十分な地方大学の衰

退や消滅は、地域の不利性という自

己努力と関係のない点は公平にみな

くてはいけないが、自己責任という点

もある。しかし、集中をした機関の若

手人材がずっとうごかず、いい環境

で（実質上）独立してやれるようにす

るという策は、明らかに人材の流動

性を阻害し、若手研究者をたくましく

育ているという観点が消失している。

現に地方で教授になって苦労するよ

り、ずっと東京の助教で、順番を待

つ、こどもも一貫性中高にいれたし 

などという若者が多い。 

755 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

工業を前提としたエネルギー問題に

力点を置くあまり、農業・生物分野で

の取組が希薄である。 

これからのバイオマス利用や循環

型社会の構築に向けて、まず第 1

に考えるべき、一次産業、特に農業

分野での取組、関連する農業分野

における生物多様性の保存と利用

促進、さらには農業バイテク研究の

取組に今まで以上に積極的に取り

組むべきと考えます。 

今まで以上に、戦略的な生物遺伝資

源の整備と利活用を図るべきと考えま

す。 

生物多様性を研究し、活用するため

には、知的研究基盤、とくに生物遺

伝資源の保存管理と研究が極めて

重要だから。国家的レベルと国際的

レベルで競争しつつ協力することが

重要。また、現在の生物多様性条約

のアクセスと利益配分の議論のなか

で、遺伝資源の利用国として言うべ

きことを主張するためにもポリシーと

それを支える体制が重要だから。 
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756 研究者 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

意見１ ライフ・イノベーションの３．３．

１ 課題「予防医学の推進による罹患

率の低下」（23 ページ）ですが、がんも

特に例示する疾患に含めるのが良い

のではないか。 

意見２ 同課題の(iii)「推進方針」に、

「・既存の大規模コホート研究の現状

を調査の上、その支援体制を整備す

るとともに、既存研究の問題点を精査

した上で、次世代大規模コホート研究

の計画を立案する。」を加えてはどう

か。 

意見１の理由 認知症、脳卒中、心

筋梗塞などとともに、がんもまた就

労世代で増加し、社会的・家族的影

響が大きい疾患であるため。 

意見２の理由 私自身の経験も含

め、大規模ゲノムコホート研究の立

ち上げは容易ではないため、既存

研究（文部省・厚生労働省研究費

による大規模コホート研究）をまっ

たく顧みずに別研究を開始するの

は効率的とはいえないのではない

か。新研究を開始するとしても、問

題点も含め既存研究から得られる

情報を活用すべきと考える。 

    

757 会社員 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

エネルギー供給・利用の低炭素化推

進のための主要方策として、10 ペー

ジには、「超電導送電」が取り上げら

れていますが、３ページの表には記載

がありません。また、同様に、19 ペー

ジの削減効果・費用の資料にも記載

がなく、どのように評価されているの

かわかりません。 

「超電導送電」は、ＣＯ２削減に大きな

効果があると聞いており、２つの該当

個所にきちんと記載をするべきではな

いかと考えます。 

「超電導送電」は、平成２０年３月に

経済産業省がまとめた「Cool 

Earth-エネルギー革新技術計画」

において、ＣＯ２削減に向け重点的

に取り組むべき21の革新技術の一

つとして取り上げられていると同時

に、実用化に向けて技術開発が順

調に進捗していると聞いています。

また、重要施策として取り組むこと

により、技術開発がさらに加速する

ことが期待できます。 

これに対し、現行の記載内容では、

「超電導技術」は、主要方策として

は認識されているようですが、重点

的に取り組むべき重要施策として

は位置づけされていないように見受

けられます。 

こうしたことから、重要施策として位

置づけていることが明確にわかるよ

うに、３ページ、19 ページの該当個

所に、きちんと記載すべきではない

かと考えます。 

    

758 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

グリーンイノベーションの方策中にフ

ロン類対策の記述がありません。オフ

ィス・住宅の省エネ化等の個別施策と

冷媒、発泡剤等の分野において、

以前の温暖化効果の大きいフロン

類に代わる、直接温暖化効果の小
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してでも、冷媒、発泡剤等開発といっ

たフロン類対策を取り上げるべきと思

います。 

さい化合物の開発が進められてき

ています。しかし、燃焼安全性、大

気中分解挙動などの検討はまだ十

分ではありません。温暖化への影

響や燃焼性等を総合的に評価した

うえでの開発とは言い難いと思いま

す。環境先進国日本の実現には、

これらの研究開発をさらに進める必

要があると思います。 

759 会社員 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

グリーンイノベーションの施策の実施

に当っては、成果の検証、評価、監視

が非常に重要である。温室効果ガス

や気候変動観測は、全地球規模での

観測が必須であり、観測衛星を積極

的に活用すべきである。 

 例 

 １．地球環境変動観測衛星の活用 

 ２．地球温暖化ガス観測衛星の活用

  

グリーンイノベーションの各施策の

実施は、常に成果を評価しながら

世界レべルで推進すべきである。

全地球規模での観測が必須であり

客観的な観測結果を用いて世界的

な規模での取り組みが必要であ

る。そのためには、宇宙からの地球

環境を観測し、各施策と評価、検

証、監視を並行して実施することが

非常に重要である。 

    

760 研究者 

１．基本的

考え方関

係,２．グリ

ーン・イノベ

ーション関

係,３．ライ

フ・イノベー

ション関係 

植物科学は、グリーンイノベーション、

ライフイノベーションともに貢献可能と

考える。また、植物科学は全科学分

野を通じても、日本が国際競争力を持

つ有数の分野である。特に、投入され

ている研究費が比較的低いことから

考えて、費用対効果は非常に高い。

強みを生かして、課題に挑むという観

点からも、植物科学への支援は価値

があると考える。 

グリーンイノベーションに関しては、

現在、地球上で CO2 固定の大部分

を担っているのは植物であり、その

仕組みの利用、向上は重要であ

る。ライフイノベーションに関しても、

健康に生活するためには健全な食

品が欠かせないことから、食糧生産

に資する植物研究は重要である。

また、医薬品開発のための出発化

合物の大半は植物由来であるた

め、植物の多様性研究も重要であ

る。特に多様性研究は、その実用

性が見えにくいために支援が手薄

な状況にある。一層の支援が必要

である。 

実用性がすぐにみえない研究に対す

る、薄く広い支援がより一層充実する

ことをのぞむ。 

実用性がすぐにみえない基礎研究は

どれが将来のブレイクスルーにつな

がるか、誰にも予測不能であるため

広く薄い支援が大切である。特別に

高額が必要なわけではない。一件当

たりが高額になるより、件数が増える

方が良い。 

761 研究者 

１．基本的

考え方関

係,２．グリ

ーン・イノベ

ーション関

植物の機能（環境調和、物質生産、食

糧生産）を最大限活用するための研

究開発をアクションプランに入れるべ

きである。たとえば、樹木の生産性を

高め CO2 の増加を抑制し、砂漠を緑

提案されている「グリーンイノベーシ

ョン」に関するアクションプラン案で

は、エネルギーに関する研究開発・

施策がメインであり、地球規模の気

候変動問題に対応するには十分で

応用を見据えた基礎研究（グリーン、

ライフ問わず）には幅広く、手厚く投資

していただくことを希望します。 

現在、日本は応用研究志向でありま

すが、米国、欧州、中国は、 

基礎研究もおろそかにしていませ

ん。それは、両方大事であると認識し

ているからであります。実際のとこ
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係 化するための研究開発、化石資源に

とって代わる工業原料・化成品を植物

に生産させる研究開発、今後の人口

増、および気候変動に対応可能な強

い作物を作りだすための研究開発を

推進すべきである。 

ないと考えます。また、グリーンイノ

ベーションには今後生じると予想さ

れる食糧問題に対する施策は全く

入っておりません。したがってこれ

らに対応する基礎から応用を含め

た研究開発を推進する必要があり

ます。 

ろ、１０の基礎研究から１のイノベー

ションが生まれる位の感覚であり、そ

れだけ基礎研究に投資しないとイノ

ベーションは生まれないと思います。

iPS 細胞の研究もいわゆる基礎研究

でありますが、応用を見据えた研究

であるからこそ各国が投資している

のだと思います。 

762 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

エネルギー関連について、工学的な

アプローチが多く取り入れられていま

すが、今後バイオマス利用によるエネ

ルギー生産が拡大することが期待さ

れており、植物科学研究も推進する必

要があると考えます。しかし、バイオマ

ス利用が期待される植物種に限定し

た応用研究の拡大だけではなく、多様

な植物種を対象に基礎研究から積み

重ねることが、重要であると考えま

す。 

バイオマスエネルギー利用は今後

さらに拡大すると予想されますが、

このことは、砂漠化などにより減少

を続ける耕作可能な土地の競合を

引き起こし、世界的な食糧需給の

逼迫につながる恐れがあります。そ

のためバイオマス利用が期待され

る植物種のみならず、植物科学研

究全体を推進することで、新たなバ

イオマス利用法の開発につながる

と期待されると同時に、食糧生産効

率の向上にもつながると考えます。 

    

763 団体職員 

４．競争的

資金の使

用ルール

等の統一

化関係 

４．２．１ 費目構成の統一化 

研究者の人件費について、大学の教

授等（交付金や私学助成の補助対象

者）は計上できないとしているが、国と

独立した法人である以上、税金の二

重取りには当たらないため、計上を認

める。あるいは、大学であるか民間の

研究機関であるかを問わず研究者

（補助者を含む。）の人件費は計上を

認めないこととする。 

国立大学や国研だった時代と違

い、独立行政法人化されたことによ

り大学や独法であっても、独立した

法人であり、税金の二重取りの議

論は該当しない。 

民間研究機関であれば研究員の人

件費が認められるのに、大学等で

は認めれないのは公平性にかける

ため、交付金対象等であるか否か

をとわず研究者の人件費を認める

か、あるいは研究者の人件費は研

究機関（あるいは本人）が負担すべ

きものとして認めないか、どちらか

にするのが妥当 

    

764 その他 

１．基本的

考え方関

係 

基本的考え方に関する記載から、鳩

山内閣における取り組みにかかる部

分を削除すべきである。 

今後10年間を踏まえた科学技術の

アクションの方針を述べるところで

あり、鳩山政権の方針のPRの場で

はない。もし仮に今後の総選挙等

で民主党政権以外の政権が樹立さ

総合科学技術会議その他の会議の

再編については、必要ないとは思わ

ないが、単なる数あわせの議論では

必ず失敗する。現在の総合科学技術

会議の最大の問題は、組織の問題で

上記同 
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れた場合、長期的ビジョンを踏まえ

た性格である文書であるにもかか

わらず、鳩山政権の記載があること

により、当該文書が破棄される可能

性がある。なお、プランの考え方に

ついては比較的まっとうな物と思わ

れる。だからこそ、政権交代がもし

なされた場合、目の敵にされるよう

な文言をいれることは厳に慎むべき

である。 

はなく、ひとえに総合科学技術会議議

員の資質の問題と思量する。したがっ

て、仮に再編し新しい議員を政治主導

の元に発令しても、資質に乏しい者を

入れれば結局機能しない。若手・女性

向けファンドの方針がぶれにぶれ、募

集が遅れたのは、総合科技会議議員

が確固とした考えを持たず議論を重

ねたからと思われる。 

765 団体職員 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

高齢者、障がい者の自立社会の実現

には、介護者負担を軽減できるような

生活支援環境の改善や高齢者等の

社会参加の促進のための技術開発

が必須であります。特にユビキタスネ

ットワークロボットの研究開発やこれら

ＲＴの社会への導入の重要性が高ま

っており、推進目標・推進方針の重点

事項に明記していただきますよう意見

いたします。 

我が国の成長戦略に科学技術の

振興によるイノベーションは欠かせ

ず、その中でもユビキタス社会にお

ける情報通信技術の新たな社会サ

ービスへの展開が必要不可欠であ

ると考えます。特にユビキタスネット

ワークロボットを活用し、家・病院・

商業施設等多地点をネットワークで

結ぶことにより、在宅見守りや健康

管理だけではなく、買い物やコミュ

ニティ活動など高齢者や障がい者

の自立的な社会参加の促進が可

能になるものと期待されておりま

す。 

    

766 団体職員 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

「1.2 平成 23 年度に向けて策定するア

クション・プラン」（p.3）および「２．グリ

ーン・イノベーション」《ポイント》（p.6）

の表中トップの「再生可能エネルギー

への転換」において、?太陽光発電の

みが掲げられているが、?として、他の

再生可能エネルギー、つまり「風力発

電、海洋エネルギー（潮力・波力）等」

に関する研究開発、事業化実証につ

いても掲げる必要がある。 

?アクションプランとして太陽光一辺

倒は偏りすぎであるため。 

?２．３．１(2)課題解決に必要な方策

（p.8）の部分にある、その他の再生

可能エネルギーの記述に対応して

多様な再生可能エネルギーの利用

促進を図るべきで、その方針を表

中にも表現すべきであるから。 

?とりわけ海洋再生可能エネルギー

については、欧米の急ピッチの政

策的推進が見られる現在、わが国

は科学技術および産業振興の面で

大幅に立ち遅れており、現状のまま

ではますます差をつけられてしまう

状態に陥ってしまうので、積極的な
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プランを打ち出すべきであるため。 

767 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

農林水産業関連の科学技術について

はバイオマスくらいしか言及がない

が、環境を配慮した国民生活の向上

を考えるなら、農林水産業を避けては

通れない。これからの日本の農林水

産業の発展とイノベーションのために

は科学技術はもちろんのこと、経済学

や社会学も含めた、幅広い分野の基

礎研究から応用･技術開発研究まで

が必須である。国土の保全と食糧安

全保障の確保、持続可能かつ自立し

た個人による農林水産業の発展を見

据えて、農林水産科学技術を独立し

た課題としてグリーンイノベーションに

含めるべきである。 

日本においては人間の影響のない

素の自然はほとんど残っておらず、

有史以前から連綿と続く営為として

の農林水産業を通じた人と自然の

かかわりの中で日本固有の自然環

境が形成、維持されてきている。自

立した個人による経済行為としての

農林水産業が同時に国土保全を担

うための社会的な仕組みは戦後の

農業政策により崩壊しており、潜在

的な生産力は大きいににもかかわ

らず、農地、森林は荒廃し、河川を

通じてその影響は水産資源にも現

れている。環境への配慮を謳うなら

ば、農林水産業の持続可能な発展

を視野に含めるべきである。 

研究と教育の場において、直接これ

に従事する者を信頼し、自由な活動を

確保することが重要である。上からの

目標設定や審査はこれを廃し、補完

性原理にのっとって、現場でできるこ

とは現場で解決できるようにする必要

がある。研究においては競争的資金

の占める割合があまりにも大きくなり

すぎており、国として重点的に進める

べきプロジェクトと科研費のように中

間的な位置で大きな意味のあるもの

以外に、自由に使うことができる資金

を増やす必要がある。また、人材の流

動性と政策への専門知識の反映を確

保するために、博士号取得者の公務

員採用を進めるべきである。 

独創的な科学･技術政策においては

個人の自由な発想が不可欠である。

また、頂点の高さは裾野の広さによ

るところが大きいことから、アマチュア

や科学ファンを含めて、科学に関心

を持つ人口が多いことが望ましい。し

たがって、ひとつには自由な研究活

動、もうひとつには科学教育が重要

である。しかし、研究者も教育者も、

書類作成などの雑事に追われ、本業

である研究、教育がおろそかになる

傾向がある。人間を信頼し、個人が

十全にその力を発揮できるシステム

が望まれる。 

768 団体職員 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

世界に先駆けた環境先進国日本、食

料生産 

・我が国の最先端食料生産技術を早

期に活用することで、長期に安定した

食料確保と環境を守る産業を育成す

るとともに、世界の食料不足の解消に

も貢献する。価値の高い地域農産物

を育成・ブランド化することで地域活

性化を目指す。 

・最先端作物育種技術等（Made by 

Japanese Technology）の早期実用

化、 

及び技術導出による国際貢献と食料

確保・自給率の向上 

・ニーズ（需要）対応の新品種開発と

新種苗産業の創出、地域活性化 

・日本の食料自給率はカロリーベー

スで約 40％であり、今後の世界人

口増等を考慮すると日本の食料・

飼料確保は国家の安全保障政策

の一つと言える。日本の植物・作物

の育種技術は世界最高レベルと言

われが、これらの先端技術が食料

生産に活用されていない。 

・日本の高い作物育種技術はアジ

ア地域等に導出して、その地域の

農産業の育成に貢献できる。また

日本技術による食料・飼料確保に

も繋がることが期待できる。また、

炭素循環型社会に貢献できる。 

    

769 団体職員 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

温暖化防止に向けた対策に加えて，

現状のより正確な把握，より精度の高

い将来予測のための継続的な観測網

の整備やデータの解析技術の向上を

行うことも盛り込むべきと考えます。 

温暖化に対する懐疑的な意見や産

業優先の意識もある中，現状と現

状のままいった場合の将来予測を

明確にして，世界レベルで危機意

識を共有する必要があると思いま

す。また対策の過不足についての
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評価も必要であり，そのためにはよ

り精度の高い観測を全地球規模で

継続的に実施し，データ蓄積・現状

把握・変化把握・対策の効果検証・

対策の強化/変更/緩和などを議論

できるようにする必要があると考え

ます。 

770 研究者 

１．基本的

考え方関

係 

現状の社会基盤としての構造物やシ

ステムをどのように改善していくのか。

という視点がなく、新しい目先の技術

ばかりが目につきます。老朽化した社

会インフラの整備に基づく安全・安心

の視点を、「社会インフラのグリーン

化」に明確に判るように記載して頂き

たい。 

我が国は環境・エネルギー技術が

高いと言われるが、ドイツ国民の意

識、及び実際の生活現状と比較す

ると、とても環境先進国とは言えま

せん。これらは TV でも報道されて

います。今回のアクションプランの

基本的考え方には、「国民の意識を

どう変えようとするのか？」という視

点とそのための方策があまり入って

いないように思います。将来の我が

国の姿を具体的に表現できるだけ

の最終的内容を期待します。 

強者有利なだけが日本社会の強みで

はないので、勤勉で誠実な「競争」と

いう視点からは裾野に属してしまう

が、「継続は力なり」で威力を発揮でき

る人材への資金投資の仕組みにも期

待したい。具体的には、科研費の分

野の拡大と充実が必要であろう。 

競争的資金の原理はある程度は良

いが、これまでをみていると、強い所

に資金が結局集まるだけで、人材の

バランスと資金のバランスが必ずしも

調和していない。 

771 研究者 

１．基本的

考え方関

係,２．グリ

ーン・イノベ

ーション関

係 

グリーン・イノベーションの内容が、工

学的内容に偏っているのに驚いてい

る。人類を支えている再生可能エネル

ギーは風力等も含めて、究極的には

太陽光エネルギーであるが、太陽光

をもっとも効率的に利用する能力を備

えているのは植物である。植物の光

合成能力を高め、活用していくこと

が、環境の保全・修復と食糧確保の

上で肝要であり、この分野の研究が

視野に入っていないことは奇異に思え

る。 

世界的な気候・環境変動の悪影響

としてもっとも懸念されるのは食糧

供給の逼迫である。我が国の再弱

点は食糧自給率の低さであり、予

想される地球環境の変化を分析

し、それらに適応した植物を開発し

て世界に供給するとともに、光合成

効率と生産性の高い作物を開発し

て狭小な国土を最大限活用して食

糧生産を確保することが国家の安

全保障上きわめて重要であると考

える。 

科学と技術は相互に依存関係があ

り、紙の表と裏のように切って切り離

せないものであるが、両者は別の理

念に基づいて展開されるものである。

我が国ではこの点が理解されておら

ず、科学的根拠の薄弱な技術開発に

高額な予算が出費されている場合が

多い。科学・技術予算の無駄をなくす

のは賛成だが、短期的な実用性を謳

う「予算獲得のためのプロジェクト研

究」によって、基礎科学の予算が圧迫

されることのないようにしてほしい。 

我が国は勤勉な国民性に支えられた

技術の洗練によって世界に確固たる

地位を築いた。しかし、真に次世代の

生活に影響を与えるイノベーションは

米国が主導してきたものである。科

学の本質は「新奇性」にあるが、米国

では新奇な現象・物質の発見やアイ

デアの創出をサポートし（基礎科学

の重視）、20 年、30 年の長期間をか

けて新技術の創出へとつなげる体制

がある。日本では基礎科学の重視を

謳いながら「予算の効率的運用」を理

由に短期的成果を重視する応用的

研究に重点を移しつつあるが、これ

は本末転倒である。 

772 団体職員 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

グリーン･イノベーションの中に取り上

げられているのは、主にエネルギーに

関する項目が主であるが、化学物質

生産についても、重視する必要がある

と考える。 

石油は社会の中で、「エネルギー」

として、そして「化学物質原料」とし

て大きな役割を果たしてきた。石油

枯渇、地球温暖化の課題に直面

し、代替えエネルギーとして太陽光
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例えば、バイオマスを化学変換、物理

学的変換する技術開発。更に、そこか

ら生物反応、化学反応を応用した化

学物質生産の技術開発。 

このような化学変換プロセスを集積さ

せた、従来の石油コンビナートにかわ

るバイオマスコンビナートの開発。バ

イオマスから基幹となる物質を生産

し、その周辺にバイオ燃料、バイオポ

リマー、バイオ化学品を生産する設備

を配置し、一大バイオマス活用拠点と

する将来構想が必要である。 

発電、原子力、バイオエネルギーな

どが注目され、その開発が促進さ

れている。これに対し、現時点で、

石油の「化学物質原料」として役割

の代替えについては、バイオポリマ

ーの研究開発が進んでいるが、コ

スト的な競争力から、世界の石油

由来化学物質の多くを代替えする

道筋は見えていないのが実状であ

る。従って、今後、バイオマスなどを

活用した石油代替え化学物質開発

に、一層の、研究資源を投入する

必要があると考える。 

773 団体職員 

４．競争的

資金の使

用ルール

等の統一

化関係 

４．２．１ 費目構成の統一化 

i) 給与や社会保険料事業主負担分

を内訳として計上することになってい

る場合が多いが、研究機関の定めた

単価表や、原価計算のための基準単

価での計上を認める。 

ii) エフォート率（従業時間比率）のよ

うな特殊な考え方でなく、当該研究に

従事した時間×時間単価を人件費と

する。 

人件費に対して給与の実費支弁の

考え方を取っているため、必要以上

に計上手順が複雑になっている。

当該機関が原価として計上すると

定めている単価と直接作業時間を

計上するのが民間での通常の取扱

いであり、それで原価上の過不足も

生じない。 

    

774 その他 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

グリーン・イノベーションがエネルギー

関係ばかりになっていると思います。 

「グリーン」というと緑。自然だとか農

業という気がします。 

国産の食べ物を安心して食べられる

ように、農業のイノベーションを期待し

ます。 

外国産の野菜や冷凍食品など、信

頼できないのに、この春、野菜の値

段が高かったりして、買いたくなくて

も外国産を買わなければいけない

のが現状です。 

宮崎では、たくさんの牛や豚が殺処

分になっていて、これから、肉の値

段が上がるのではないかと心配し

ています。 

    

775 研究者 

１．基本的

考え方関

係,２．グリ

ーン・イノベ

ーション関

係,３．ライ

食料生産に関する研究の推進。特に

食料自給率を向上させるための、長

期的視点に立った研究の観点が抜け

ているのではないか。目先の利益にと

らわれた事業のみにとらわれず、長期

的な研究こそ国家が率先してやるべ

食料の確保は最も優先されるべき

事柄であるにも関わらず、今後逼

迫することが予想されている。 

昨今、重複、費用対効果などの言葉

で研究に対しての締め付けが多い

が、本来研究は競争の中から良いも

のが選抜され、全体でその効果を計

るべきことであり、個別に課題をやり

玉に挙げ、つぶしていくことがないよう

深化した研究であるほどそれを理解

することが分野の専門家でも、玉石

を判定することが難しいにも関わら

ず、説明責任などのキーワードで素

人に分からないから無駄と断罪され

貴重なシーズが潰されているやに感
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フ・イノベー

ション関係 

き。 な仕組みが必要。 じるため。 

776 会社員 

１．基本的

考え方関

係,２．グリ

ーン・イノベ

ーション関

係 

国を富ませるため、国際競争力の回

復が必要。勝ち残るため、競争力が

残っている材料技術を基本とし、一桁

（大幅にという意味）群を抜く材料開発

を戦略として進めること。具体的例とし

て、 

１．化学反応効率向上技術：高効率葉

緑体の人工合成、化学プラント触媒、

金属製錬の効率化など 

２．バッテリー容量等エネルギー：Li 合

金の創出、有機物を含む新材料の開

発など 

達成目標（高効率化レベル）を明確に

し実用化まで責任ある開発が必要。

国家戦略として強いリーダーシップと

国の支援、原子・分子の世界を駆使し

材料を創出できる研究者の協力が必

要。 

 わが国は、貿易により国を富まし

てきた。その根源は技術にあった。

しかし、電子・半導体あるいは機械

といった従来圧倒的に強かった分

野でも、技術的に劣勢化し、製造は

東・東南アジアに移っている。 

技術の国際競争力を回復できなけ

れば、日本の夕張化、ギリシャ化が

あるのみ。職の無い若者を作らな

いために、デザイン（例：半導体回

路設計）など物まねされ易い技術で

無く、技術の深遠にある材料創出を

基本とした国家戦略に勝ち目があ

る。 

わが国が生き残るために、研究・技術

開発は実用化までを達成されねばな

らない。一般的に国の研究機関や研

究者が実用化できることは少ない。研

究者のための研究にとどまらず、実用

化まで達成できる強いリーダーシップ

（資金・人材・期間）と適切なテーマ設

定が必要。国の研究に企業を取り込

むほどの思い切った転換が必要。 

税金をつぎ込む研究・開発は、その

成果として次の時代を担う研究・開発

を継続できるための税金を生み出さ

ねばならない。税金を払える国民を

維持し増やすために、実用化し国を

富ますまでの達成が必要。 

企業に責任は大きいが、国の研究機

関（公）と企業の実用化（私）の間に、

一線が存在している。近年企業はコ

ンプライアンスの問題に、従来より神

経質になっており困難さが増してい

る。 

777 団体職員 

４．競争的

資金の使

用ルール

等の統一

化関係 

４．２．１ 費目構成の統一化 

アルバイトの費用、謝金について人件

費に計上すると定めるものと「その他

（諸経費）」に定めるとしたものがある

が、人件費は研究者（補助者を含む）

及び研究者の属する機関の正職員

（期間の定めのない職員）の費用のみ

とし、アルバイトの費用や謝金などは

「その他（諸経費）」とする 

派遣職員や、専門業者への業務発

注と、いわゆるアルバイトの提供す

るサービスは種類が同じであるにも

かかわらず、直接雇用であるという

一点に着目してアルバイトを人件費

とするのは実態にあわない。流用

制限は項目ごとに課せられるので

あり、業務実態に合わせた費目区

分とすべき。 

    

778 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

グリーン・イノベーション（緑の革新）と

いう名のプランにしては植物科学の研

究を推進する記述が現時点では見当

たらない。低炭素・循環型社会、温室

効果ガスの排出量低減等を目指す我

が国にとって二酸化炭素を固定化す

る植物や藻類の研究は推進されるべ

きである。 

グリーン・イノベーションの将来像は

「地球的規模の課題である気候変

動問題を克服し、世界に先駆けた

環境先進国日本」とされているよう

に、日本だけではなく、世界で利用

でき得る技術革新が必要となる。地

球規模で進行している温暖化や砂

漠化に対し、メカニカルな対処法で

はコストなどの様々な問題が生じて

しまう。対して植物や藻は、種こそ

政府が検討し提示した分野で成果を

上げている研究者、研究機関に予算

が組まれるのは当たり前かもしれない

が、まだ無名でもこれから芽生えそう

な種に予算という水や肥料を与え、チ

ャンスを与えるという予算を一部組め

ないのだろうか。日本の中には将来

日本や世界の問題、産業の発展に寄

与でき得る種がまだまだ放置されてい

るのではないか。そのような種に水を

日本の経済産業、しいては国民生活

に貢献し得る研究に予算を分配する

ことは自明である。しかし、昨今の日

本人ノーベル賞受賞者の方々がそう

であったように学術的な視点から得

られた結果が世界の科学、しいては

経済産業を発展させることに繋がる

可能性もある。目先の成果のみを評

価してしまうことで、将来大きく花開く

はずだった成果が諸外国のものにな
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違えど、地球上のどの地域にも生

息しており、温暖化や砂漠化の進

行低下に大きく貢献し得るものであ

る。 

与える政府組織であってほしい。 りかねない現状を危惧してしまう。 

779 会社員 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

ライフイノベーション中に掲げられた

課題を拝見し、素人ながらご意見申し

上げた次第です。がんなどの疾患に

対する大規模ゲノムコホート研究や基

礎研究の成果を即産業界で活用で

き、結果、早期に社会に還元されるよ

うな体制をお作り頂けないかと意見申

し上げます。診療を担当する臨床現

場からの臨床情報、大学・研究所から

の画期的な研究成果を企業などにい

ち早く公開し、創薬産業等における開

発スピードを上げることができればと

思い、素人意見で恐縮ではあります

が意見申し上げました。  

世界的にも、また高齢化が進む我

が国にとっても医薬品産業は成長

著しい分野と報道されており、高齢

化の率が世界においても高い我が

国としては重点的に取り組むべき

産業であることと存じます。この重

要な分野で諸外国との国際競争に

勝ちえるよう、基礎研究はもちろ

ん、国益にも比重をおいた政策をす

べきと思います。早期の国益化に

結びつくよう、産業界（製薬企業）だ

けではなく、診療現場や研究現場と

を一体化した研究開発環境を構築

し新薬開発に臨むことができないか

と考えました次第です。  

１．資源の乏しい我が国としては科学

技術に将来の産業を期待するしかな

いように思われます。限られた財政の

中での予算編成とは思いますが、もち

ろん期待の高い研究には集中的に予

算配分するべきとは思いますが、多種

多様なアイディアを年々拾い上げられ

るように始めは規模は少なくても間口

の広い配分をお願いできたらと思いま

す。 

２．優れた研究者の知見や研究を産

業化に生かせるよう、産業界において

商品研究開発で困っている事例等の

情報を十分に収集し研究テーマを設

定されることも良いのではと思いま

す。 

１．将来的に重要となる分野は予測

不可能と思います、はやりではない

地味な研究にいおいてもそれを根絶

やしにせずに最低限でも持続した予

算を編成して欲しいと考えます。また

同時に研究者の職の維持にもつな

がることではないかと思います。２．

即商品化できるよう、開発現場のニ

ーズを最大限に重視した予算設定を

と考えた次第です。 

以上、これもまた素人意見で恐縮で

はございますが、ご意見申し上げまし

た。 

780 団体職員 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

 25 ページの課題３．３．２「革新的診

断・治療法の開発による治癒率の向

上」において、がんの発症を予防する

観点から、有害な化学物質を迅速か

つ的確に検出するための早期評価技

術の開発を「方策」として追加すべきと

考えます。 

 具体的には、 

 ・「(i)推進により期待される効果」に

ついて「発がん予防・早期診断・治療

を可能とする技術、医薬品、機器の開

発」への変更、さらに、「（ｄ）有害化学

物質の早期評価に関する技術の開

発、高度化、国際標準化」を追加、 

 ・「(iii)推進方針」として「・発がん予防

の観点から、発がん性を有する化学

物質の早期評価試験手法の開発によ

り、高度化かつ国際標準的な試験法

開発を推進」を追加していただきた

 革新的診断・治療を行うに当たっ

ては、未然に防止することも必要で

あり、本アクションプランについて

も、アルツハイマー等に関する課題

と同様に、予防法の開発を重要項

目に含めるべきであると考えます。 

 がんの発症を予防するためには、

食品や環境中の有害な化学物質を

的確に評価し、排除することが重要

であり、規制を含め、その根拠とな

る発がん性について、より短期間

で、確実に検出評価する技術の開

発、普及は、国内のみならず、国際

的にも非常にニーズが高いと考え

ます。 

 こうした新評価手法の技術開発を

重点的に行うことは、「ライフイノベ

ーション」にも合致しているところで

あり、本アクションプランに追加す

    



No. 属性 テーマ ご意見（アクション・プラン） 理由（アクション・プラン） ご意見（科学・技術全般） 理由（科学・技術全般） 

 

 289

い。 

 ・「(iv)平成２３年度の個別施策」とし

て「・がんの発症を未然防止するた

め、発がん性を有する化学物質を早

期に検出する、in vitro 法を含む動物

代替法の開発も視野に入れ、より迅

速かつ効果的に発がん性を検出する

新手法や、ナノ材料等新開発素材に

対応した新手法の開発・高度化を推

進する」が望まれます。 

べき研究内容と考えます。さらに、

本研究による評価技術は、OECD

等において国際的なガイドラインと

して活用されることになり、社会全

体へのインパクトも大きく、出口の

明確な有用な技術分野であると考

えます。 

781 団体職員 

４．競争的

資金の使

用ルール

等の統一

化関係 

４．２．１ 費目構成の統一化 

消費税相当額を、「その他」に計上す

るのではなく、以下の２つの方式を選

択する。 

 ?直接経費全体を消費税抜きで計上

し、税抜きの全体価格に消費税率を

乗じた価格を消費税込み競争資金と

する 

 ?物品費、旅費、その他を含め、すべ

て消費税込みで計上する 

提案の費目表では、直接経費の

「その他」に消費税相当額を記載す

るようになっているが、大項目の

「物品費」や「旅費」の対象品目の

消費税相当額が「その他」の中項

目との「消費税相当額」に計上され

るというのは感覚的にそぐわないた

め、計上間違いを誘発する恐れが

ある。消費税に関しては二重計上

を避けることさえできればいいので

あり、一般的な計上方法は?内訳は

すべて税抜きとして最後に消費税

率を掛ける か ?内訳からすべて

税込とする かのどちらかである。 

    

782 研究者 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

１．「予防医学の推進による罹患率の

低下」において、重視している特定の

疾患が偏っている。特に、コホート研

究を方策として、国家的戦略で臨む以

上は、特定の疾患に偏るべきではな

い。 

２．今さら 10 万人規模のゲノムコホー

トでイノベーションと言えるのだろう

か？ 20 年後の成果も多くは期待出

来ない。 

予防において重要なのは、特定の

疾患の予防ではなく、総合的に国

民の健康が維持・増進されることで

ある。罹患率の高い、社会への影

響が大きい疾患を例示するのは良

いが、そうであれば、参考資料１に

おいて歴然であるがんを例示しな

いのは誤りである。２の介護の原因

疾患としてがんは下位にあるが、そ

れは、致死的であるからであり、働

き盛りの世代の最大の死因であ

る。コホートで研究する以上は、が

んも含めて、総合的に臨むべきで

ある。また、国家が企画するコホー

トとしては規模が小さすぎて今さら

大規模な疫学研究や臨床試験に対す

る研究費やインフラ整備に対する投

資が少なすぎると考える。 

予防や治療のガイドラインに用いら

れるエビデンスの多くは、欧米が莫

大な投資をして得られた成果である。

日本人のエビデンスに基づかないで

予防や医療を実施すると、メタボ対

策のような効率の悪い戦略を国民に

強いたり、効果の期待出来ない医療

に無駄な労力やお金を使ったりする

ことになる。 
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得るものが少ないことは、諸外国の

実情を調査されて十分お分かりか

と思います。 

783 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

グリーンイノベーションでは、人類の

社会システムを、いかに負荷を少なく

して生態系へ組み込めるかを基本的

な課題として設定することが重要であ

ると考えていますが、本アクションプラ

ンは、産業・経済的な観点に偏重した

方針が前面に押し出されているという

印象を受けました。また、「グリーン」と

称しているにもかかわらず、植物科学

に関する記述があまりにもないことに

違和感を覚えました。本当の低炭素・

循環型社会の実現のためには、コスト

ゼロの太陽エネルギーから植物へ、

植物から人への物質・エネルギーの

流れを強化する必要があります。しか

しながら、本アクションプランでは、植

物バイオマス生産強化に関する具体

的な記述がありませんでした。植物バ

イオマス生産の重要性を無視している

ともとれる本アクションプランでは、将

来予想される世界的な食糧・エネルギ

ー需給の逼迫を包括的に解決するに

は至らないと考えられ、我が国の食

糧・エネルギー保障の脆弱化を招く恐

れがあると考えます。植物バイオマス

の利用技術（変換技術）開発に関する

記述は少しだけありましたが、それだ

けではなく、是非、植物科学分野を柱

とした植物バイオマス生産強化に向

けた取り組みも本アクションプランの

重点設定事項として、明記していただ

きたいと思います。 

具体的には、アクションプランの 9

ページの 6 行目からのパラグラフに

おいて、原材料の収集・運搬コスト

や非食糧バイオマスの転換技術に

関する研究開発の必要性が明期さ

れていますが、植物バイオマスの

生産の重要性はこのパラグラフか

ら読み取ることは難しい（ほぼ不可

能）かと存じます。是非、植物バイ

オマス生産強化の必要性を大きく

取り上げていただきたいと思いま

す。 

    

784 会社員 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

バイオマス利用技術については、高

付加価値かつ高バイオマス性の原料

生物資源の開発が最も重要で、次に

革新的加工プロセスが重要課題と考

収集・運搬コストは社会システムに

依存することが多く、将来構想の中

考慮すべきである。科学・技術重要

施策については、より普遍的な競

自然エネルギー（太陽光、風力など）

と再生可能エネルギー（広義のバイオ

マス）の政府としての実現可能な具体

的導入プログラムが必要。この時間

グリーン・イノベーションでは、技術開

発から社会普及までに省庁間を跨ぐ

案件が多く、それが効率的な普及進

展の障害となっている事例が多い。
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える。 争要件となる量質共に優れるバイ

オマス性原料開発と加工プロセス

の研究開発に資源を投入するべき

である。 

軸のある目標値に沿って、科学技術

の達成プログラムを整合させるべき。

政策と技術開発を連動させる仕組み

が必要。省庁横断の総合科学技術会

議のリーダーシップに期待します。 

技術 PUSH と政治 PULL の技術普及

プログラムを精緻なシミュレーション

を通して連動させる必要がある。 

785 会社員 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

「情報家電・情報通信機器等の省エネ

化」の方策に関して、賛同致します。

情報通信機器の電力は、2025 年には

現状の電力の 10％相当になると予測

されており、「大容量・高速通信機器

の低消費電力化、ネットワーク関連機

器の省エネ化」「情報通信ネットワーク

システムの最適化」は急務と考えま

す。また、今後、ネットワークやデータ

センタからなるクラウドが社会インフラ

化することを考慮すると、省電力化を

実現しつつ社会インフラたる高信頼性

およびセキュリティ担保を実現する研

究開発が必須と考えます。 

我が国の情報通信機器あるいはシ

ステムの省電力技術はトップランナ

ー規制等により、トップクラスである

と考えます。しかし、米国、欧州等

においても、ルータ等の情報通信

機器の省エネ化の動きが活発化し

ており、温室効果ガスの低減に貢

献することに加え、国際競争力等の

観点でも、「情報家電・情報通信機

器等の省エネ化」の推進が重要と

考えます。 

特にございません。   

786 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係,

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

グリーンイノベーションについていえ

ば、ポイントは、CO2 削減のために(広

義の)生産活動を縮小するという考え

方ではなく、生産工程、輸送等の効率

化を図ることが最重要である。事実、

グリーンイノベーションのための一つ

の、しかし最も重大なキーワードは効

率化であり、その実現のためには、数

学・数理科学的手法の導入なくしては

あり得ない。また、ライフイノベーショ

ンについても、医療技術（初期診断、

予知等を含め）の進展を促すために、

数学的・数理科学的手法が不可欠と

なっている。そのため、アクションプラ

ンの実現には、諸科学分野や産業界

と、欧米では周知のように、数学・数

理科学研究者との連携を奨励し、そ

の振興を図ることが不可欠である。 

 

  

前述の効率化についていえば、そ

の実現は、?生産等のシステムを数

学的に定式化・記述し、?そのシス

テムが与条件の下でとりうる最小値

（或いは最大値）を求めるという数

学的問題に帰着できる。前者?でい

う定式化は、個々の問題に対する

専門家集団（科学者、産業界の研

究開発者）と数学・数理科学者との

連携・共同研究が必要であり、それ

以外に方法はない。また、後者?に

ついては、数学がもつ普遍性・汎用

性・信頼性（いったん正しいと証明さ

れれば永久に正しい）により、見か

けが違うが数学的には同等の多く

の問題を一気に解決することがで

きる。欧米先進国や、それを見習う

中国、インド、韓国等において、政

府・産業界が、近年、数学・数理科

学研究（および国民の数学基礎力

多くの科学研究や技術開発は高度化

するにつれて行き詰まりを見せ始め、

近年次第に、その原点へと立ち戻る

かのように、数学・数理科学的手法を

必要とする傾向が著しい。その一大要

因は、９０年代中盤から飛躍的に向上

した計算機性能である。したがって、

数学研究者が諸科学・技術分野と連

携し、重要課題の解決に積極的に携

わることは、その重大な社会的使命で

あるが、諸理由により、数学先進国の

中にあり、日本のみ、数学と諸科学・

産業界との連携が進んでいない。仮

にこの状況が続けば、欧米先進国は

もとより、アジアの中においてすら科

学・技術発展に関し、後塵を拝す可能

性が高まっている。連携の推進のた

めには、国として数学・数理科学の振

興（投資）に力を入れることが不可欠

である。 

産業や経済の発展に伴い、今後の

世界をリードしていくためには，従来

の技術の普及のみでは不可能であ

る。（例えば現在、日本の先端研究

の多くが、外国製汎用ソフトに依存し

ている。多くの工夫の下利用するにし

ても、ブラックボックス化されている部

分も多く、また、根本の海外依存のた

め世界を先導することは難しい。）そ

の意味でも、イノベーション政策は正

鵠を得ている。そして、そのためには

基礎科学の振興が要であり、特にそ

の最も根源となる数学・数理科学（科

学の共通言語）の振興は喫緊の課題

である。事実、現在の科学分野の多

くは近代に発達した数学なしには理

解が容易ではない。そして、今後発

展する未来科学にも、現時点や将来

に発展する数学が関わり、その理解

が不可欠になることは明白である。 



No. 属性 テーマ ご意見（アクション・プラン） 理由（アクション・プラン） ご意見（科学・技術全般） 理由（科学・技術全般） 

 

 292

の育成強化）に力を注ぎ、大きな投

資をしている所以である。 

 

787 その他 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

グリーンイノベーションの中に、植生、

生物多様性、食料生産、の観点を含

むべきである 

将来の国の生き残りを考えた場

合、エネルギー問題は当然である

が、食糧問題はそれ以上に重要。

当然、食糧問題に関連し、国土保

全の観点からの植生、生物多様性

もイノベーションの観点から重要。

新成長戦略という観点からエネル

ギー問題を考えるのは当然だが、

成長云々とは別の、安全・安心社

会という観点から見て、上記の記載

が一切触れられていないのは片手

落ち。但し、グリーンイノベーション

の御旗の元に、農業土木や、国土

開発のような、現政権が必ずしも肯

定していないような物までなだれ込

んでこないようにする仕分けは必

要。 

    

788 研究者 

１．基本的

考え方関

係,３．ライ

フ・イノベー

ション関係,

４．競争的

資金の使

用ルール

等の統一

化関係 

このアクションプランでは、ほとんど有

効性がない。議論の公開やパブリック

コメントを実施するとなっているが、実

質そうはなっていない。競争的式の使

用ルール等の統一化では、現状の煩

雑な仕組みを簡素化して効率化を図

る提案がされておりある程度は評価

できる。 

パブリックコメントを実施するとなっ

ているが、意見の募集期間がわず

か１週間では、ほとんどの研究者、

国民には知らされていないのと同じ

である。パブリックコメントを実施し

たというアリバイ作りのために行っ

ているとしか思えない。少なくとも１

ヶ月の募集期間が必要と考える。

学会、研究機関などを通して、研究

者コミュニティーの意見を積極的に

取り入れることも必要である。 

ライフイノベーションが重要であること

は理解できるが、この内容では、目先

の直ぐに役立つ「実用研究」に片寄り

すぎており、このままでは、日本にお

ける学術ひいては科学・技術を弱体

化してゆくことになると危惧する。 

「予防医学」や「診断・治療法の開発」

等々の実用研究を進めるとともに、こ

れらを支える基盤的な学術研究を国

として強く支援する仕組みが組み込

まれていなければならない。特に基

盤的な学術研究に対する国の支援

の割合が、欧米先進国に比べて日本

では低いことが問題となっているが

（GNP比で1/10近い）、この深刻な問

題にたいする問題意識が感じられな

い。 

789 団体職員 

４．競争的

資金の使

用ルール

等の統一

化関係 

４．２．１ 費目構成の統一化 

再委託費・共同実施費  

複数の機関が共同して実施する場合

には「再委託費・共同実施費」とする

のではなく、それぞれの機関単位で費

目を構成し、合計額をもって研究費と

する。 

例：Ａ機関（物品費１０＋人件費１０＋

その他１０＋間接経費１０）＝４０ 

「再委託費」という名称は、一般的

には外注費と同じ意味でつかわる

ことが多く、混乱する。契約書雛型

でも「再委託」は研究者の下に立つ

ことを想定しているが、主従の別は

あるとしても研究機関は共同で研

究にあたるものであり、委託者の指

示に従わなければならないことを想

起させる「再委託」という用語は不
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  Ｂ機関（物品費 ５＋人件費 ５＋

その他 ５＋間接経費５）＝２０ 

  研究費＝（物品費１５＋人件費１５

＋その他１５＋間接経費１５）＝６０ 

適切。 

「共同実施費」の場合は共同して研

究することは明確であるが、共同研

究機関が同様の項目ごとに同様の

手法で費目を管理するべきことが

明確ではない。 

790 その他 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

医療にかかるお金のボリュームを“と

ても大きい”と感じている。これを小さ

くするには、病気と疎遠になることが

一番大事ではなかろうか。とすると、

いまよりも必要なのは予防医学の研

究だと思う。もっと予算をそこに割いて

欲しい。 

老化が死因の王座から退く日は多

分こない（こないでほしい）。である

なら、健やかに年を重ねる手立てを

研究すること以上にインパクトのあ

る研究はないのではないか。将来

的には医療費の低減に対するイン

パクトも大きいと信じる。 

１番を目指しても１番になれないこと

があるのに、そもそも１番を目指さな

いなんていう姿勢の意味がわかりま

せん。道路作るより、子供手当てと言

ってばらまくより、集中的に研究に投

資すべきであると考えます。 

たいした能力もない個人がたくさんい

るのに、最低賃金が高いとしたら、そ

れを維持する手段は技術のイノベー

ションしかないでしょう。 

791 研究者 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

今回構想のゲノムコホート研究の特

徴として、追跡を「対象者とのコントラ

クトに基づく」としているが、これが自

治体や組織への依存、人口動態情報

の利用が困難で追跡率が上がらない

ということと対比しているのであれば、

誤りである。ゲノムコホートを疫学研

究として国際的に通用するレベルで構

築するのであれば、基盤整備の時期

に、研究計画と合わせ、追跡に関わる

情報を、同意があれば対象者を介さ

ないで利用できるよう、法律の方を整

備すべきである。 

そもそもコホート研究は、対象者と

のコントラクトがあって追跡が可能

なのであり、従来からコホート研究

の前提である。自治体や組織へ依

存せざるを得ない、また死亡など情

報があるのに利用できない、という

ように、現在のわが国の情報利用

が困難な現行制度に問題がある。

どんなに意志の強い人がコントラク

トで参加しているコホート研究でも、

その後の追跡を本人とのコンタクト

に頼るのみでは、残念ながら実際

の追跡率は高く維持できず、情報

精度も低く、科学に耐える研究とし

ては成り立たないのが実情である。 

アクションプランをみていると、実際に

大規模コホート研究を構築し追跡した

経験のある、実績のある（国際的に通

用する）専門家が入っていないのでは

ないか、という印象がある。研究計画

立案の段階で、国際コホートコンソー

シウムなども経験し、実際に大規模コ

ホートを構築してきた「実績のある」疫

学者を加えるべきである。 

理屈で計画するのは簡単であるが、

実際 10 万人規模のゲノムコホート集

団を構築するには、対象が生身の人

間でもあり、簡単ではない。せっかく

高額を投入し国家財産とするのであ

れば、質を高く維持するノウハウに精

通した疫学者（外国人でもいいから）

を加えてプラニングするのが当然と

考える。それが何かの理由によりか

なわないのであれば、やめた方がい

い。 

792 その他 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

グリーン・イノベーションなのに、植物

を利用する施策が少なすぎる。 

再生可能な資源として、植物を活用

することが重要であるから。 
    

793 その他 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

混迷する２１世紀を迎えて、人類全般

を支える新たな哲学、価値基準の創

造が必要となっているのではないかと

感じています。生活を取り巻くさまざま

な分野における研究、とりわけ「健康

で長生きをするため」の研究の必要性

を痛感いたします。 

「健康で長生きをするため」の方法

論のみならず、それを支える科学

的、学問的な裏づけが必要と思っ

ているから。例えば、統合医療、伝

統医療の効果は認知されていて

も、科学的な裏づけがきちんとなさ

れていないため、学問的に充分認

知されていないのではないかと危

人類世界が平和に生活できるように

なるために、専門的、部分的な研究同

士が広く連携されて新たな認識を創

造できるようになることを望みます。 

これまでの既成概念を覆す画期的な

研究が、日常生活、生き方にも多大

な影響を及ぼすようになると思うの

で、科学には、先駆的な価値観、概

念を創出する責任と義務があると痛

感しているから。 
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惧している。 

794 公務員 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

エネルギー対策の研究課題のみ示さ

れているのは如何なものか。 

グリーン・イノベーションの名前をエ

ネルギー・イノベーションに変えたら

いいでないか。 

しないのであれば、森林・農業・漁

業・自然環境等しっかり取り組むべ

き、 

安全性の高い超小型原子炉を製造し

発電管理・送電・集金システムも含め

て一体的に諸外国へ販売（レンタル）

してはどうか。 

原子力潜水艦等に搭載できる程度

の超小型原子炉での需要の世界的

ニーズは高いのでないか。世界に信

用のある日本人だから可能なビジネ

スでないか。 

795 団体職員 

４．競争的

資金の使

用ルール

等の統一

化関係 

４．２．１ 費目構成の統一化 

間接経費は募集する制度ごとに標準

の間接経費率と上限を定めたうえで、

相手方の原価規定で定められた間接

経費率を認めるものとし、規定がない

場合は標準の間接経費率とする。 

財務諸表から計算するように指示

する研究費もあるが、かなり煩雑で

ある。研究機関が内規で定めたも

のを一応適当とし、上限だけを定め

れば十分と思われる。間接経費率

が高い場合はそれだけ直接経費と

して使える費用が減るだけで研究

機関にはメリットはなく、不当な利益

が生じることはない。 

    

796 公務員 

１．基本的

考え方関

係,２．グリ

ーン・イノベ

ーション関

係,３．ライ

フ・イノベー

ション関係 

グリーンイノベでは、循環型食料生産

を明確に位置づけること。明確に位置

づけられないなら、エネルギーイノベ

に名称変更すべきである。また、ライ

フイノベでは、予防の観点から食（＝

農産物や食品の機能性）の観点を位

置づけること。がない。時間があまり

ないと思うが、再度整理を行わなけれ

ば、広く国民の支持を得られないと考

える。うやしょくひんのかつよう） 

グリーンイノベでは、ＣＯ２の削減、

回収・固定。再利用・貯留（化石資

源の利用削減）、温暖化対応策とい

う理念整理が必要であり、このこと

はまさに循環型食料生産に結びつ

くものである。また、グリーンイノベ

では、医食同源とも言われるよう食

の観点は必須である。 

    

797 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

バイオマス利用技術の「ブレークスル

ー創出」に対して、植物バイオマスを

有効活用するという視点をより強調

し、それに向けた対応への言及（原材

料の持続可能な収集・運搬からその

アウトプットの有効活用といった農・工

業的側面と、植物の基礎・応用科学を

密接に関連づけて推進する等）を含

めて欲しい 

※生来的に再生・持続的である植

物は、太陽エネルギー活用のトータ

ルコストが本質的に高い（発電施設

等の建設・維持コストを念頭に置い

て） 

※大気中 CO2 の積極的かつ高効

率（CCS 等と比べて）な吸収要素と

して、植物の優位性は強調される

べき 

※現状の予算配分の規模から、費

用対効果の効率も高いと考えられ

る 

※（論理的ではないが）グリーン・イ

これまでほぼ原則として行われてき

た、単年度での予算締めを大幅に緩

和して欲しい 

パブリックコメント募集案にも既に「繰

越手続きの簡略化・弾力化」として項

目が挙げられているが、特に基礎研

究分野においては未知の内容に対し

て研究を進めるため、想定外の発見

やトラブル等により研究計画が変更

される事はほぼ不可避であり、それ

に応じた柔軟な予算の運用が効率的

な予算活用に肝要と考えられる 
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ノベーションという標語から連想さ

れる植物の活用があって然るべき

では 

798 会社員 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

＜超電導システムの社会導入＞発電

所高効率化を可能とする超電導によ

る発電機引き出し線、太陽光発電や

風力発電の電気を高効率に送電する

直流超電導ケーブル、船舶用・自動

車用の高効率超電導モータの本格的

なシステム開発を行い、メリットを実証

するとともに、社会導入するプランを

考えていただきたい。また発展途上国

での実証試験を通じて国際貢献を考

えて行くべきと思います。 

超電導線の工業製品化が 2004 年

になされ、超電導システム開発の

前提が整ってきた。原発や再生可

能エネルギーなど今後伸張させて

ゆくべき電気を作る技術と電気を高

効率に運ぶ技術は両輪であること、

また海洋国家である我が国の将来

にとって小型・軽量・高効率の超電

導モータを搭載した電気推進船の

開発、および自動車産業を常にリ

ードする我が国にとって高効率・大

トルクの自動車用超電導モータは

重要な応用技術です。 

    

799 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

グリーン・イノベーションでは、課題

「再生可能エネルギーへの転換」を解

決する方策として、「バイオマス利用」

が挙げられているが、その実現のた

めに植物科学研究の一層の推進をは

かるべきである。 

現在実現されている再生可能なエ

ネルギーの相当部分は植物起源で

あり、将来もその主要要素であり続

けると予想できるので、植物起源エ

ネルギーの効率的生産・利用法を

追求することが重要である。そのた

めには、それを産出している植物の

仕組みを、植物エネルギーの直接

の生産機構である光合成ばかりで

なく、光合成を支える植物全体の発

生・成長機構までを含めて深く理解

することが必要で、そうすることによ

って初めて革新的なエネルギー生

産・管理技術を生むことが可能にな

るに違いない。幸い植物科学研究

は我が国の国際的な強みでもある

ので、その一層の推進が重要であ

る。 

    

800 研究者 

１．基本的

考え方関

係,２．グリ

ーン・イノベ

ーション関

仮想化技術をより推進、発展すること

は重要であると考える。ネットワーク

仮想化、サーバ仮想化、などさらに押

し進めるべきであると考える。 

仮想化技術を活用することによりコ

ンピュータ資源を減らせることは明

らかで、すなわち省エネ化という観

点ではこれは得策である。この技術

はいまやルータにも適用できるほど
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係 発展しており、世界的にも問題とな

っているルータの消費電力、発熱

量、の問題にも効果がある。 

801 団体職員 

４．競争的

資金の使

用ルール

等の統一

化関係 

４．２．２ 繰越手続きの簡素化・弾力

化 

繰越手続きの簡素化・弾力化は望ま

しいことであるが、繰越等が必要にな

るのは、研究開始後に当初予測し得

なかったやむをえない事由による場合

だけでなく、交付決定が４月には行わ

れないため研究期間が１年間とれな

いことにも遠因があると思われる。し

たがって、?交付手続きを前倒して前

年度に行い、４月１日に交付開始する

ように予算制度を再整理する か ?

交付決定から１年間を標準の研究期

間とする ように制度を再整理する 

研究期間が１年前後確保できること

が明確であれば落ち着いて研究が

できる。また、いわゆる「預け」など

の不正行為は許されるものではな

いが、１年間の予定が研究期間が

交付決定の遅れにより確保できな

いことが誘発している側面もあるの

で、そのような誘因を摘むことが望

ましい。なお、予算の単年度主義に

一見反するようにみえるが、現在の

科研費の標準契約書でも「委託業

務が翌会計年度にわたるとき」の報

告の規定があり、根本的な予算制

度の変更ではない。 

    

802 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

究極の省エネルギー技術である超電

導技術開発への取り組みが、いずれ

の方策にも含まれていないのは、国

内外の昨今の研究開発の動向から鑑

みても到底理解できるものではない。

スマートグリッドによる電力系統安定

化に資する超電導電力貯蔵システム

や、都市部へのエネルギー供給の高

密度化に対応した高効率超電導ケー

ブル、高効率超電導変圧器、ならびに

電力系統の信頼度を維持するために

不可欠となる電力遮断技術としての

超電導限流器開発などを方策として

前面に打ち出すべきである。 

環境立国、技術立国を目指す我が

国にとっては、短期的な視野でなく

長期的視点に立って技術開発に積

極的に取り組むことが必要であるこ

とは言うまでもない。この中で、我

が国が誇る先進技術開発として、

超電導技術開発は今まさに実用化

一歩手前までにその開発が進展し

ている状況にある。このため、むし

ろ予算を重点配布することで一気

に超電導技術の実用化まで国策と

して推進することで、国力増強、新

たな雇用創生が加速すると考える。 

    

803 その他 

１．基本的

考え方関

係,２．グリ

ーン・イノベ

ーション関

係,３．ライ

フ・イノベー

ション関係 

アクションプランにもご記載いただい

ている通り、予防医学、特にゲノム研

究が急務と思われます。また、再生可

能エネルギーに関して、ぜひ振動発

電もご検討いただければと思います。

重大疾患の予防が可能になれば、

医療費負担が軽減され、高齢者も

今以上に経済貢献できるようになる

と思われるため。 

化石燃料には限りがあり、太陽・風

力発電は自然の条件に大きく左右

されるため。 

博士課程の学生への助成金を増やす

など、優秀な人材を育成できるように

なればと思います。また、研究員の終

身雇用制を拡大するなど、科学者が

安心して研究に没頭できる環境を整

えてほしいです。 

フランスでは博士課程の授業料がと

ても安い上に、生活できるくらいの額

の助成金が支払われるとのこと。ま

た、公的研究機関の研究員の一部

は公務員で、福利厚生も充実してい

るという話を聞き、日本の研究者の

置かれている状況とかなり差がある

と思ったため。 
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804 研究者 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

がんの治癒率の向上のための新たな

バイオマーカーを利用した精度の高い

早期診断技術の開発を取り上げられ

ておりますが大賛成です。是非大々

的に進展させて頂きたいと思います。

現在、がん検診で効果があることが

はっきりしているのは、乳がん（ﾏﾝﾓ

ｸﾞﾗﾌｨｰ）、大腸がん(便潜血検査)、

子宮頸がん(細胞診)であるといわ

れています。胃や肺のＸ検査や前

立腺PSA検査も有効性を示す根拠

は世界的には不十分とされている

ようです。肺がんの X 線検査や前

立腺がんの PSA 検査の有効性の

大規模な調査研究が米国で進行し

ており、数年以内に結果が発表さ

れるとのことです。もしはっきりと有

効でないという結論が下されれば

（その可能性はあると思います）こ

のままではがん検診全般に対する

国民の信頼性を失ってしまう（国民

を不安にしてしまう）恐れがあるか

らです。 

    

805 その他 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

冷静に見ると、項目に大きな欠落があ

ると感じた。 

壊れた後の体の直し方や、フォローの

仕方ではなく、どうしたら壊れないの

か！？ 

正しい人間の体の構造を解析し、年を

とっても元気でいられるようにするた

めの体の構造や使い方の研究をまず

行うべきである。 

人間の体は神から与えられた高性

能メカのようなものだ。実は構造は

まだまだ分かっていないことが多

い。従って、人間の体の構造、特

性、使い方を研究すべきである。 

年をとっても元気でいられる正しい

体の使い方を研究すべきである。そ

の恩恵を受ける人数は、障害者よ

りも、病人よりも多い。治療薬の開

発や、介護器具も必要だが、本来

の人間の体を研究しないのは製薬

会社などへの利益供与を連想させ

る。 

当初の案としての資料がそのまま進

んでおり、タスクフォースの人選に疑

問を感じる。 

男女では体の構造が異なっている。

寿命は女性のほうが長い。 

冷静に考えても、もっと女性の研究

者を入れるべきである。 

優秀な女性は沢山いる。また、人選

の妥当性を相互評価させるなどの仕

組みを入れるべきである。 

806 団体職員 

４．競争的

資金の使

用ルール

等の統一

化関係 

４．２．３ 費目間流用ルールの統一

化 

費目間流用は原則自由とし、再委託

費・共同実施費との間の流用のみを

不可とする。 

費用は事後に精算されるので、費

目間の流用を認めても総額が増え

るわけではなく、研究機関に不当な

利益が生じることはない。ただし、

異なる研究機関との間の研究費の

配分を変更することは望ましくない

ため、その点は変更する場合は許

可を取るものとする。なお、間接経
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費は直接経費×間接経費率として

定まるので、直接経費が減少した

場合はそれに応じて間接経費も減

少するので、直接経費から間接経

費への流用という問題は生じない。 

807 会社員 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

 社会の低炭素化の長期的かつ速や

かな実現には、民生部門における省

エネルギー対策を企業・国民・政府が

一体となって推進することが重要であ

ると思われます。民生部門における省

エネルギー化を実現するためには、

家電や電気機器自体の省エネルギー

化とあわせて、時々刻々の電力消費

の「見える化」と温湿度やライフログ等

の情報を各種センサにより効率的に

収集することが重要と考えられ、これ

らのセンサ情報を用いて省エネルギ

ー化支援等を実施するためのサービ

ス実行プラットフォーム、および情報

通信ネットワークシステムの研究開発

と実証実験を進めることが重要である

と思われます。 

 国民の生活レベルの向上による

経済成長と社会の低炭素化を両立

することが重要であると思われま

す。しかし、このような省エネルギー

化の仕組みを目的ごとに構築する

現在の進め方では、経済システム

として成り立たないと考えられま

す。このような状態を抜本的に解決

するためには、家電や電気機器を

含めて、あらゆる「人」「モノ」「環境」

のセンサ情報を多目的に利活用す

るセンサネットワークプラットフォー

ムを構築することが一手段となり得

ると考えられます。 

特にございません。 特にございません。 

808 その他 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係,

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

「プロセスと成果を重視」ということか

ら、ゴールに直結すると思われる現状

での技術に集中しすぎてしまい、現時

点で傍流に位置する研究・技術開発

が適用される公募課題や採択可能性

が低くなることを懸念しております。目

標実現の施策のパッケージとしては、

基礎研究や代替技術開発の充実も、

実用化や国際社会展開の際には、技

術も多様性を持ったオプションとして

揃えておくべきと考えます。 

どんな優れた先進技術も、状況等

によっては万能ではないので、技

術・研究の土台部分の充実も重視

いただけるよう、広く技術分野や代

替手段の可能性のある研究が応募

できるように、方策における位置づ

けや管轄省庁を明確に、公募課題

や採用のご検討のご配慮をいただ

ければ幸いです。 

    

809 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

将来の恒久的な人類のエネルギー源

と期待される核融合研究開発につい

ては、重要施策として早期実現に向け

た長期的な戦略の下、今実施すべき

研究開発を着実に行っていくべきと考

えます。  

人類全体の問題である地球温暖化

問題解決のためには、科学技術の

進歩が必須である。中でも、温室効

果ガス削減に最も有効な原子力に

ついては、高度化のため長期的な

観点から研究開発を進めることが

今回のアクション・プランではイノベー

ションが強調されすぎているように思

います。人類が抱える問題解決にとっ

て必要な科学・技術、及びその実現に

向けた研究開発の戦略を明確にすべ

きと考えます。  

基礎・基盤研究の成果を事業に発展

させていくことは重要ではあります

が、総合科学技術会議が議論すべき

は、人類が抱える問題解決にとって

必要な科学・技術は何であり、それを

実現するためにはどういう研究開発
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必要である。 をどういう戦略で進めるかということ

だと思います。  

810 研究者 

１．基本的

考え方関

係,２．グリ

ーン・イノベ

ーション関

係,３．ライ

フ・イノベー

ション関係 

アクションプランに、グリーン、ライフの

２大イノベーションに加え、国の成長

力・競争力向上に貢献する基盤技術

についても取り上げるべきである。具

体的には、情報通信分野（特に我が

国が得意とする次世代ワイヤレス技

術）を主要な分野として取り上げるべ

きである。 

また、グリーン・イノベーションの、?情

報通信機器の省エネ化技術の具体的

な政策として、無線通信の高速・高効

率化・低消費電力化が挙げられるべ

き。 

グリーンとライフの２分野のみで

は、国として重点化すべき研究開

発でカバーしきれない分野が出てく

ることを懸念する。 

 

情報通信分野は、国の経済成長・

競争力の源泉となっており、国民生

活の基幹となる分野であることか

ら、グリーン、ライフといった分野に

とらわれず横断的かつ戦略的に取

り組む必要があることから、アクショ

ンプランにおいても主要な分野とし

て取り上げられるべきである。「当

面の重要課題」においても、課題解

決型イノベーションに加え、継続的

に取り組むべき課題として、国家を

支え活力を生むプラットフォームが

挙げられており、その中に情報通

信分野が我が国の強みとして挙げ

られている。 

 

特に、我が国が得意とする無線通

信分野については、「ワイヤレス

化」により今後国民生活のあらゆる

制約から解放するとともに、ホワイ

トスペース等電波の有効利用によ

りさらなるアプリケーションの展開が

期待されることから、国の経済成

長・競争力向上に大きく貢献するも

のであり、積極的な取り組みが期

待される分野である。 

 

グリーン・イノベーションの観点から

も、携帯電話の普及、ワイヤレス化

によりエネルギー消費に占める無

線通信の割合が上昇しており、省

エネ化のインパクトは大きい。この

    



No. 属性 テーマ ご意見（アクション・プラン） 理由（アクション・プラン） ご意見（科学・技術全般） 理由（科学・技術全般） 

 

 300

ため、無線通信における電波の有

効利用技術等による高速・高効率

化、デバイスの低消費電力化の貢

献は大きいものと考えられる。 

811 その他 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

人間の疾病に対するイノベーションも

大事だが、今回の口蹄疫問題でも分

かるように、人間以外の動植物につい

てもライフ・イノベーションに関する対

象にすべきである。 

口蹄疫にしろ、狂牛病にしろ、鳥イ

ンフルエンザにしろ、国内でこれら

の問題が発生したときに、対処でき

る人材が余りに不足していることが

問題。このような部分への研究に対

して十分金をつぎ込んでいないこと

や、アカデミアとしてこのような研究

分野を支える者の支援が不十分で

あることも問題。数年前に鯉ヘルペ

スが発生したときは、当時の理研が

コイヘルペスウイルスのゲノムを早

期に解読し、コイヘルペスが発生し

た場合に PCR にかけてすぐにその

型を判別できるようなキットを作成

しているが、これとて、研究者のあ

る意味善意で動いた物。動植物の

疾病管理は、発生すると大きな産

業ロスとなるため、政府として十分

認識し考えていくべき物であり、AP

には記載すべき。 

    

812 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

  再生可能エネルギー・自然エネル

ギーの活用において、ヒートポンプの

高効率化・低コスト化のみならず、そ

の熱源として、地中熱などの未利用低

熱源の活用に関するキーワードを是

非入れていただきたく存じます。具体

的には p.15?方策「オフィース・住宅の

省エネ化」、「(iii)推進方針」において、

「・・・ヒートポンプの高効率化・低コス

ト化、地中熱など未利用低熱源の活

用によるヒートアイランド現象の低

減、・・・」などが考えられます。   

 地中熱利用の場合の課題は、熱

回収・放熱のための熱交換器に係

る掘削費の低減にありますが、これ

は欧米の設計指針をそのまま適用

していることが原因となっています。

わが国には地下水が豊富にあり、

それらの熱を、汲み上げることなく

利用する場合でも、熱交換器を短

縮し、掘削費を低減できることが最

近の研究により分かってきておりま

す。2002年のエアコンの市場は690

万台(6300 億円)であり、現状でも住

宅機器の中で最大規模の市場が

形成されておりますことから、これら

の熱源を一部でも空気から地中熱
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に転換することを促進できれば、ヒ

ートポンプの高効率化と相俟って、

「わが国の自然に即したグーリン・

イノベーション」の一つとなると存じ

ます。   

813 団体職員 

４．競争的

資金の使

用ルール

等の統一

化関係 

４．２．４ 実績報告書の提出期限の

延長 

実績報告書とともに取得資産一覧表

の提出が求められており、取得資産

は研究終了後甲に移転することが定

められている。研究終了後も研究機

関が有効活用できるように、?甲が移

転を指示した場合のみ移転する。研

究機関に取得資産を帰属させる場合

は、甲が要請した場合は甲か甲が指

定するものが実費の負担により利用

できることとする。 か ?甲に移転を

前提とするが、委託研究後も含むこと

を明確にする。 

研究のために購入した取得資産

は、国に移転されるより当該研究機

関で引き続き使用される方が有効

活用でき、国民経済の観点から有

効である。現在もたとえば「文部科

学省所管に属する物品の無償貸付

及び譲与に関する省令」のように無

償貸し付けのできる場合が定めら

れているが、研究後に無償貸付を

受けるのは省令の条項に該当する

かは疑義があり、拡大解釈とされる

恐れがある。 

 研究機関が研究に関係ないもの

を購入した場合には、取得資産とし

て認めず費用を否認することを前

提に、研究機関が取得資産を有効

活用できることを明確にし、必要な

場合は他の研究機関等にも使用さ

せる権利を甲側が持つことで、研究

機関に不当な利益を生じることを防

止できる。研究開発力強化法第３９

条において「国の資金により行われ

る研究開発に係る収入及び設備そ

の他の物品の有効な活用」が定め

られており、その具体化として実施

してほしい。産業活力再生特別措

置法第３０条（日本版バイドール法）

において知財を国が譲り受けない

こととしたことと同じ枠組みを、取得

資産にも延長するものであり、国の

制度に根本的に反するものではな

い。 

    

814 研究者 
２．グリー

ン・イノベー
森林が軽視されている。 

森林を大切に扱うことが重要な観

点です。 
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ション関係 

815 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

グリーン・イノベーションのプラン案の

中に、バイオマスの利用技術に関す

るものが盛り込まれてはおりますが、

それ以外に CO2 を吸収し、酸素を供

給している植物を活用する視点がほ

とんど見当たりません。低炭素社会の

実現や食糧問題の解決には、光合成

による CO2 吸収、作物の生産性向

上、環境浄化等の研究開発が非常に

大切です。環境問題や食料問題の解

決に貢献可能な植物科学研究の果た

す役割を是非とも盛り込んで頂けます

ようお願い致します。 

日本の植物科学研究のレベルは国

際的にも高い位置にあり、多くの研

究者が地道に研究活動を続けてお

りますことから、上述のような研究

開発を担うポテンシャルは十分にあ

ります。また、欧米や中国などでは

植物科学の将来性をより高く評価

し、様々な研究開発が積極的に推

進されています。グリーン・イノベー

ションのグリーンは、まさに植物を

指すものであり、植物科学研究者

の一人として、このプランに貢献出

来れば大変幸いです。 

独法や国立大学等の公的研究機関

における地道な基礎・基盤科学研究

が継続して推進出来るよう望みます。

短期的視点が重要視され、時間がか

かる地道な研究が軽視されているよ

うに思います。中長期的かつ幅広い

視点で、研究開発を推進出来るよう

な施策があれば、日本の将来につな

がると思います。 

816 研究者 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

「革新的診断・治療法の開発による治

癒率の向上」のためには、現場同士

の連携、特に「臨床と開発企業との継

続的な連携」が必須であると考えま

す。それを公平に進めるためには、第

三者である政府による支援と体制作り

が必須であると考えます。 

「倫理に基づく臨床現場」と「利益に

基づく開発現場」の連携には、国民

の代表として、公平な立場である政

府の働きかけが必要であると考え

るからです。特に、千差万別である

各患者の各がんに対する個別医療

のためには、「個人情報を保護」し

ながら、かつ「臨床サンプルを開発

現場で利用できる体制」が必須であ

ると考えらます。まだその体制が十

分でないと思われます。 

    

817 研究者 

１．基本的

考え方関

係,その他 

「国民の皆様に成果を実感してもらえ

るよう、プロセスと結果の共有を図り

ます。」と明記されていますが、どのよ

うに広報するのか具体的な方策が明

記されていないので、テレビ番組を作

り放送するなど、いくつかの具体例を

書く必要がある。これに必要な予算も

考慮する必要がある。 

財源が、税金であるということから、

どのような研究成果がどのように国

民の生活に対してメリットが生じる

のかという説明が最も重要であると

考えているため。 

    

818 会社員 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

そもそもなぜ健康でいられるのか、健

康である状態を維持できるシステムの

研究が必要。マイナス面としての病気

対策はもちろん必要だが、健康指標

のようなものをつくり、それを向上・維

持できる人のからだのシステムが科

病気に関する研究は盛んだが、病

気の治癒、病的データの消失＝健

康とは言えない。多数の健康人を

研究するという分野の確立なくし

て、われわれはついに「健康」を知

りえない。 

世界に通用する研究は、グローバリ

ズムの中で行わないといけないとは

限らない。日本の伝統的身体文化、

身体技法、作法の中に、ユニバーサ

ルな価値を有するものが必ずある。そ

れを世界に通用する方法で示せばよ

戦後、急速に欧米化した日本だが、

そこで切り捨てたものが少なくない。

1000 年以上の歴史を有する世界で

稀なる国の文化には人類普遍の財

産が豊富にあると思うが、それが軽

んじられている面が少なくない。 
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学的に解明されれば、「心身健康活力

社会」実現につながる。「予防」という

観点だけではその実現は難しい。 

い。 

819 団体職員 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

・バイオマス資源からバイオテクノロジ

ーの革新的な利活用技術を開発し

て、バイオ燃料やバイオベース機能性

素材(バイオポリマー、バイオプラスチ

ック)への一環生産技術を確立し、順

次市場に導入する。  

・これらの技術・システムをアジアへ展

開して、現地でバイオマス資源からの

生産、或いは市場導入の取り組みを

開始する。 

 資源少国の我が国が持続的成長

を遂げるには、工業プロセスや環

境・エネルギーｰ関連分野でのバイ

オテクノロジーの利用を促進し、循

環型産業システムの実現に寄与す

ることが重要である。 

 微生物を用いたバイオプロセスに

関して日本発技術の世界市場にお

ける占有度合いは高く、この強みを

活かし、政産学官連携体制の下、

低環境負荷社会の実現に貢献す

る。 

    

820 会社員 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

ライフイノベーションの 3 つの課題の

内の1つである「がん」の革新的診断・

治療法の開発による治癒率の向上の

為に治療薬の研究・開発を掲げており

ます。その為には、手術サンプル等の

生体材料を革新的診断・治療法の開

発へと繋げる為に、病院から研究機

関に生体材料を渡す際の簡便で分か

りやすい仕組みが必要と思われま

す。 

生体材料を薬の開発・研究に用い

る際には、病院との間で複雑な手

順を踏む必要があります。 

この為、生体材料を使うのが難しい

為に治療薬の研究・開発には培養

細胞株が多く用いられています。し

かし、生体材料と培養細胞株では、

性質が異なるケースがあり薬の効

果や副作用の問題へとつながりま

す。 

    

821 研究者 

１．基本的

考え方関

係,３．ライ

フ・イノベー

ション関係 

ヒトの疾患を理解し、早期な診断を可

能にするためには、疾患を引き起こす

分子機構の理解が必須である。しか

し、ヒトにおいて新規な分子機構を発

見し、疾患との因果関係を証明するこ

とは困難である。そのため低コストで

効率良く実験が行える単純なモデル

生物（メダカなど）を用いた研究への

支援が必須である。 

現代生物学では、単純なモデル生

物を用いて得られた知見を他の生

物に敷延することで、生物一般に保

存された機構を解明した研究事例

が数多くある。例えば、初期発生、

細胞周期、細胞死の分子機構の解

明はショウジョウバエ、酵母、線虫

をそれぞれモデル生物に用いる事

で革新的に進展し、ヒトの疾患の理

解や治療にも貢献することでノーベ

ル賞生理学・医学賞を獲得してい

る。 

日本社会において、ブレークスルーと

なる研究成果を生み出すためには、

基礎研究者の裾野を広げて個々の研

究者が「自由で独創的な発想」をもと

にして「より多くの可能性を効率的に

テストできる環境」を整備することが重

要である。 

基礎研究では個々の実験結果が期

待に反するケースが多いため、実験

結果に従って研究戦略や仮説を転換

した方が妥当なことがしばしばある。

また期待に反した実験結果を足場に

することで、常識をひっくり返すような

大発見が生まれた例もある。そこで

目的達成型のトップダウン型予算だ

けでなく、独創性の高い研究課題に

ついて、研究関連予算を薄く広く（１

研究室 1000 万円程度）配分するボト

ムアップ型のシステムを充実させるこ

とが必須であると考えている。 

822 会社員 ３．ライフ・ ライフイノベーションにおける健康大 個人ゲノムは最近の高速シークエ 科学技術は競争してこそ進歩もあるも 同じことをすることが無駄という理論
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イノベーシ

ョン関係 

国日本の実現のためには、高齢化に

伴う死因のトップである癌の治療予防

対策、および個人ゲノムなどの活用に

よるヘルスケア対策に重点をおくべき

と考えます。 

ンサーの登場により、個人負担でも

解析可能なコストになっている。し

かし、この解析・利用方法が確立し

ていない。世界一の長寿国であると

ともに、人種的にも生活的にも均一

性の高い日本であるからこそ効果

が期待され、世界貢献や産業活性

化にもつながる。特に癌は患者数も

増加していること、メカニズムや治

療薬が出てきていることから、投資

効果は大きい。 

のであり、多様な取り組みのために複

数の PJ を並列で進めることが必要。

国際連携が必要なビッグサイエンスで

もないかぎり、重複を認めるべき。 

では、科学の進歩はない。多くの研

究者が実験的に確認できてはじめて

信頼できる学問となる。常識的知識

が誤りであった事例はありふれてい

る。効率的投資はサイエンスにも必

要であるが、同時にある程度の競合

も必要であり、進歩のスピードアップ

にも貢献する。 

823 団体職員 

１．基本的

考え方関

係,２．グリ

ーン・イノベ

ーション関

係 

グリーンイノベーションの課題「エネル

ギー利用の省エネ化」の方策「?次世

代自動車の普及・・」の項目に、「自動

車等の車体超軽量化」を追加するべ

きである。 

同じく、同課題の方策「?オフィス・住宅

の省エネ化」及び課題「社会インフラ

のグリーン化」の方策に「オフィス・住

宅、あるいは社会インフラの超寿命

化」の方策を追加するべきである。 

また、課題「社会インフラのグリーン

化」の方策に「副産物を含む資源の循

環利用の徹底」の方策を追加するべ

きである。 

自動車等の車体超軽量化」は、交

通運輸分野の低炭素化を実現する

ために駆動系の開発による駆動用

蓄電池の搭載等による重量増を解

消し、燃費を向上させるための必須

事項である。 

「オフィス・住宅、あるいは社会イン

フラの超寿命化」は、建設・敷設後

の経年劣化損傷や地震等の災害

に伴う立替・新設の周期を長期化

することにより低炭素化への多大

の貢献がある。 

「副産物を含む資源の循環利用の

徹底」は、いわゆる３Ｒ等の一層の

推進、あるいは副産物の市場ニー

ズに合わせた高付加価値化による

利活用により低炭素化への多大の

貢献がある。 

グリーンイノベーションやライフイノベ

ーション等の成長戦略に対して、より

具体的な方策を、その達成目標を明

確にして推進していくことは重要であ

る。 

一方で、これらの方策を実現するため

には、多くのブレークスルー技術が必

要であり、このための材料技術・材料

科学、ナノテク、あるいは基盤的な高

度分析解析技術、計算工学等の高度

シミュレーション技術、あるいは塑性

加工・接合技術・鋳造・鍛造技術等の

ものづくり基盤技術の確固たる推進が

必須であり、揺ぎ無い推進が必要で

ある。 

２大イノベーションとされているグリー

ンイノベーションやライフイノベーショ

ンを実現するための技術的な課題を

克服するためには、材料科学等の上

記の基盤的な技術の蓄積から生ま

れるブレークスルー技術が必須であ

り、これらを醸成するための優秀な人

材をはじめ施設・設備等のインフラの

整備が無くては新たな技術創生は成

し得ないためである。 

824 団体職員 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

グリーに述べ－ションのポイントに「超

電導」の記述がない。 

超電導は、電気抵抗がないこと等

から効率的でコンパクトな設計が可

能で、2.3.3.(2)でも「超伝送送電が

期待される」とあるが、その具体化

等の記述がない。スマートグリッド

で、太陽光等不安定電源を系統に

入れるための限流記や我が国では

難しいかも知れないが米や中国等

では可能な直流超電導送電、また

周辺分野として超電導変圧会、車

同上。 

そもそも現在の我が国の苦境を脱す

るには、パラダイムを代えるような技

術開発が必要なところ、例えば、銅線

での通信ねとワークが光ファイバーに

置き換えられ、ための要領も飛躍的に

増大し IT 時代が到来したように、来る

べき低炭素社会を実現する上で、超

電導はその鍵となる可能性を秘めて

いるのではないか。 
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載型変圧器等々もその開発が望ま

れると思う。、 

825 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

情報通信機器等の省エネ化において

は，送信出力の大きい携帯電話系だ

けではなく，小電力で電磁放射が少な

い無線周波数（例えば TV バンドにお

けるホワイトスペース）を利用した基地

局を中心にしたワイヤレスネットワー

ク網の研究開発の推進を行い，情報

機器から創出される無線の電力を減

らすべきである．またこれらのワイヤ

レス網を通信だけでなく，電気，ガス

等のメータからの情報収集およびメー

タに対する管理，指導を行うためのネ

ットワークとしても共用し，総合的に見

て，グリーンイノベーションを実現でき

るネットワークを構築すべきである． 

携帯電話系だけに頼り，情報家電

の機器の管理制御を行うと，情報

家電における無線に対する電力消

費が増加し，グリーン化は達成でき

ない．情報家電系には，軽微で，小

電力，省電力な無線機器を取り付

け，これらの無線機器と簡単に接

続可能な，かつ，電力消費量の収

集，および管理ができれば，情報家

電のネットワーク接続に対する電力

負担も減少し，グリーン化が達成で

きる．この使用周波数としては，TV

バンド等には，地域ごとに割り当て

られているが使用されている周波

数と，使用されていな周波数（ホワ

イトスペース）があるのでこのホワイ

トスペースを利活用すべきである． 

日本からは世界標準に対する戦略が

明確ではない．米国 IEEE 等の標準が

ワイヤレスの分野でデファクトになり，

標準は日進月歩で進みつつある．し

かし，日本の貢献度は非常に少ない．

日本人の中でもこのような国際標準

化の舞台で本当に活躍している人は

いるので，早期に，これらの人にヒヤ

リングを行い，日本がどのような方向

にすすめばよいのか議論を行い，明

確な戦略を標準化のみならず，その

後の日本メーカの国際競争力を上げ

る方策について検討すべきである． 

韓国，中国等のメーカ，研究機関は

このような米国IEEE等の国際標準化

に国と一眼となり，積極的に参加し，

自分たちの知的財産を戦略的に取り

込もうとしているにもかかわらず，日

本からはウオッチのみが多く，本当

の意味で，時代を先導しているとは

思えない．日本人の中でもこのような

国際標準化の舞台で本当に活躍して

いる人はいるので，早期に，これらの

人にヒヤリングを行い，日本がどのよ

うな方向にすすめばよいのか議論を

行うべきである． 

826 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

グリーンイノベーションは本来植物の

能力を利用するのが本来の道筋のは

ずが、全く計画に含まれていないのは

問題である。植物科学のを利用した

提案を含ませるようにすべきである。 

植物の光合成能力やバイオマスを

高めるといった本質的な解決策が

含まれていないのは片手おちであ

る。 

イノベーションといいながら、てっとり

ばやく出来るものばかりでる。工学的

視点に偏り、生物学的視点が足りな

い。科学全体からの進めるという考え

方がない。アクションプランをたてる委

員が自分の分野だけを考えているとし

か思えない。 

アクションプランを立てる委員の構成

を科学全体を見回し、バランスよくす

る必要があるのではないか？ 

827 研究者 

１．基本的

考え方関

係,３．ライ

フ・イノベー

ション関係 

今回のパブリックコメントの募集期間

は約 1 週間と期間が短いため、アクシ

ョン・プランに示された計画と立案に当

たっては、別の機会を設けて、関連学

会、とくにゲノムコホートに関する知

識・経験を持つ会員が多い日本疫学

会のコメントを求めることが重要と考

える。 

新しいゲノムコホートの計画・立案

と実施に当たっては、これまでの疫

学研究で蓄積されてきた知識・経験

を十分生かすことが重要であり、さ

らに既存のコホート研究の利用・連

携なども考慮すべきと考える。 

    

828 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

森林を入れるべき。 
森林はグリーンイノベーションにとっ

て重要。 
    

829 研究者 １．基本的 総合科学技術会議が「司令塔」という 内閣は、納税者である国民から意     
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考え方関

係 

考えは、おかしいと考える。 見をパブコメ等で、前もって収集し、

内閣で、優先順位をつけ纏め、その

意見をどのように、具体化するかと

いう相談相手として、総合科学技術

会議を技術顧問として、事務作業

部隊として、各省庁を利用する形が

適切と考える。あくまで、内閣が司

令塔と判断します。国民から意見収

集するシステムの明記も必要なよう

におもいます。 

830 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

「グリーンイノベーション」という言葉に

合わせた実体が必要です。「グリー

ン」といっていますが、エネルギー利

用の効率化や省エネのような従来型

の方策が主体です。「グリーン」という

のであれば、植物や光合成をもっと理

解し、利用する科学と技術をまじめに

方策に取り入れるべきです。 

米国や欧州では、エネルギー利用

の効率化や省エネのような短期的

な従来型研究だけでなく、長期的視

野に立った基礎技術やその背景と

なる科学的理解の研究も推進して

います。そのような視野がないと、

日本の研究はいつまでも私企業の

研究を後押しする従来型の方策だ

けになり、予算を投入しても国際的

な理解も得にくく、しかも根本的な

解決につながりません。 

上で述べたことは、グリーンだけでな

く、日本の将来政策全般にいえること

です。用語のインフレに政府や国民が

自ら酔っても、問題の解決になりませ

ん。技術改良の小手先の研究だけで

なく、将来的展望に立った研究や考え

方を多くの人がもつような提言と推進

が必要と思います。 

上の文章には理由も入っています。 

831 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

３：方策「情報家電・情報通信機器等

の省エネ化」について 

情報家電・情報通信機器等の省エネ

化の実現に向けては、拡大するネット

ワークを構成する個々の通信機器の

低消費電力化はもちろん、今後は通

信トラヒック量の変動に応じたネットワ

ーク全体の電力消費の最適化技術の

研究開発を推進することが有効と考

える。 

ネットワーク利用の拡大に伴い、通

信トラヒックは急増しており、ネット

ワークの消費電力も増大の一途を

辿っている。従来は個々の通信機

器の低消費電力化に取り組んでき

たが、通信トラヒック量の変動に応

じた、ネットワーク全体としての低消

費電力化が有効と考えるため。 

    

832 団体職員 

１．基本的

考え方関

係 

グリーン・イノベーションとライフ・イノ

ベーションには農業生物の能力を利

用した研究戦略も必要と思われるが、

示されたアクション・プランには農林水

産業に関係する戦略がない。府省が

策定する研究基本計画を熟知した上

で、 

府省間の連携が図られるよう調整す

府省間の連携とアクション・プラン

の実効性を高めるための意見で

す。 
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る必要がある。また、アクション・プラ

ンのフォローアップでは、PDCA サイク

ルを徹底するため、実施したアクショ

ン・プランの適確なフォローアップが必

要であり、評価結果に応じた迅速な対

応が求められる。公平で透明性の高

いフォローアップの実施には、第三者

による検討も有効な手段だろう。その

ため、「広範な分野から産学官の関係

者の参画を得た検討の場の構築(パ

ブリックコメント募集案に記載)」は急

務である。 

833 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

グリーンイノベーションの再生可能エ

ネルギーへの転換では、植物バイオ

マス利用のブレークスルーが、工業原

材料生産の観点から極めて重要と考

えられます。特に、非食糧であるリグ

ノセルロース（樹木、草本）バイオマス

は、地球上のバイオマスの蓄積量の

９０％以上を占めており、環境保全を

前提とした、この資源の持続的生産シ

ステムの確立及び新規工業原材料生

産システムの構築が必須と考えられ

ます。 

上記に対する理由としては、植物バ

イオマスが、カーボンニュートラルで

あること、生産の地域偏在性が少

ないこと、再生可能であること、大

量に存在すること、等様々な特徴を

有していることに加え、とりわけ、自

然エネルギ－では供給できない炭

素原材料を与えてくれることがあげ

られます。 

非食糧植物バイオマス資源の持続的

生産システム構築と、木質バイオマス

資源からの画期的な技術革新に基づ

く高付加価値工業原材料生産やエネ

ルギー生産システムの確立に関する

研究拠点の形成が必須と考えられま

す。 

日本には、非食糧植物バイオマス資

源の構造と反応性に関する研究及び

植物バイオテクノロジーに関する、世

界先端の研究蓄積があり、この蓄積

を生かした研究拠点を形成すること

によって、バイオマス資源確保に於

いて、国際展開に於いて負けない技

術力を確保することができると考えら

れます。 

834 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係,

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

グリーン・イノベーションに関して 

低炭素化、物質循環、エネルギー循

環の中心的な存在である 

植物利用のための研究開発を方策と

して明言するべき。 

ライフ・イノベーションに関して 

「予防医学の推進による罹患率の低

下」の方策として 

食品（特に作物）を用いた予防法の研

究開発を明言するべき。 

植物が生み出すあらゆる資源が太

陽由来のエネルギーを有するもの。 

植物に注目し様々な形態での利用

価値を見いだし発揮させることが 

エネルギーの転換となり、電力や燃

料以外のかたちでも生活を豊かに

する。 

また、バイオマス利用は、周辺技術

の開発のみでなく、 

原料となる植物からの歩み寄りによ

りさらに協調的に質が向上する。 

用途に適した植物の作出というアプ

ローチに力を注ぐことが有効。 

日常的な食事による病の予防が大

事。そのための有用作物の研究も
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重要。 

835 研究者 

１．基本的

考え方関

係,２．グリ

ーン・イノベ

ーション関

係 

日本が世界をリードする「超電導技

術」もアクションプランに含めるべきで

ある。 

「超電導技術」は省エネルギーに非

常に有効で、かつ、日本が世界をリ

ードする技術である。 

しかし、この技術の有効性にアメリ

カ、EU、韓国等も着目し、韓国など

の追い上げも急である。 

日本の技術的優位性を確保しグリ

ーンイノベーションに繋げ日本の産

業育成のためにも、 

ぜひ、グリーンイノベーション方策

に、明示的に超電導技術を含める

べきである。 

ここ 1 年弱の、科学技術軽視ともいえ

る政権の動きに大変失望している。 

経済産業省には、他省庁と強力しつ

つ、科学技術振興により一層努力して

欲しい。 

資源のない日本は知的な面（すなわ

ち科学技術）で立国していくしかない

から。 

836 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

○「エネルギー供給・利用の低炭素

化」については、2020年までの当面の

取り組みと並行して、我が国成長の根

幹となる長期的・持続的なエネルギー

確保のための次世代原子力技術開

発（高速増殖炉サイクル、核融合エネ

ルギー等）について戦略を持って施策

を講ずるべきである。 

○資源のない我が国としては、長

期の研究開発も着実に実施して世

界的な貢献をすべきと思量するた

め。 

    

837 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

３：方策「情報家電・情報通信機器等

の省エネ化」について 

情報家電・情報通信機器等の省エネ

化の実現に向けては、拡大するネット

ワークを構成する個々の通信機器の

低消費電力化はもちろん、今後は通

信トラヒック量の変動に応じたネットワ

ーク全体の電力消費の最適化技術の

研究開発を推進することが有効と考

える。 

ネットワーク利用の拡大に伴い、通

信トラヒックは急増しており、ネット

ワークの消費電力も増大の一途を

辿っている。従来は個々の通信機

器の低消費電力化に取り組んでき

たが、通信トラヒック量の変動に応

じた、ネットワーク全体としての低消

費電力化が有効と考えるため。 

    

838 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

エネルギー利用技術開発において

は、エネルギー源そのものおよび利

用技術に必須の資源の探索や確保も

重要であり、そのための技術開発の

課題も併記されるべきと考えます。 

エネルギー源としては、核・化石燃

料の確保や国内でのバイオマスの

生産技術が、また、技術に必須な

資源としては、レアメタル等がある

と考えられます。これらの資源が今

後とも安定的に確保できることも、

イノベーションの実現に必須ではな

いでしょうか。 

短期的に成果のあがる課題に集中し

て取り組むことも重要かと考えます

が、長期的な視野に立ったプログラム

にも同程度の重要性を与えてしかる

べきかと存じます。 

科学・技術予算は、科学技術立国で

あるわが国の根幹をなす重要な課題

と考えます。長期の課題は、短期の

ものに比べて進行管理が難しいかと

思いますが、諸外国との競争に勝つ

ためには長期の準備が必要なので

はないでしょうか。 
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839 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

本案で大変深刻な欠陥は、地球環境

問題や水・食料・資源・エネルギーに

関する問題を序文のトップに掲げてい

ながら、その問題解決研究に二酸化

炭素の固定をはじめとする植物研究

や農業研究がほとんど言及されてい

ない点です。植物研究や農業研究は

グリーンイノベーションのための植物

科学の研究推進が必要だと考えてい

ます。 

植物科学は食糧や環境保全、バイ

オマス生産に直結しており、日本は

極めて高い基礎的な力を持ってい

ます。 食料などの問題解決のため

には光合成により CO2 を固定して

資源化を行なう植物の能力を利用

することが長期的には必要であり、

グリーンイノベーションのための植

物科学の研究推進が必要だと考え

ています。 

    

840 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

森林環境教育が重要だと思います。 次世代育成に重要。     

841 研究者 

１．基本的

考え方関

係,２．グリ

ーン・イノベ

ーション関

係 

アクション・プランの内容は、グリーン

という名称とかけ離れており、抜本的

な手直しが必要である。広義の太陽

エネルギーの利用が中心になるべき

であるが、プランは太陽光（発電）に偏

っており、また、原子力発電はグリー

ンに含めるべきものではない。太陽熱

の利用や、建物の断熱構造（性能）、

蒸発散の気化熱を利用した地域規模

の気象のコントロール、植物の光合成

の基礎研究、森林や藻場などの生態

系による太陽エネルギーの収穫と利

用法など、グリーンの本質的部分を、

イノベーションの機軸にすえることが

必要である。 

グリーンの本質は、地球表層の（人

類を含む）生命活動が、太陽エネル

ギーと水の循環を基盤の上に、多

様な生物種からなる生物コミュニテ

ィー（生物群集）が生態系を構成し

て、持続可能性を獲得しているとこ

ろにある。現在、グリーン・イノベー

ションが必要とされるのは、これま

での産業技術が持続不可能なもの

であって、これを持続可能なものに

変えるには、生態系のあり方に沿っ

たものに抜本的に変えることが必

要であるからである。 

    

842 その他 

４．競争的

資金の使

用ルール

等の統一

化関係 

使用ルールの統一化が重要なことは

当然だが、それ以上に重要なのは使

用後の経費のオープン化。あるいは、

使用経費について公開される場合の

フォーマットが統一されていること。こ

れらについて、将来のアクションプラン

に加えるべき 

もし科学技術予算の無駄を撲滅し

たいのなら、使い勝手の便利さによ

る労力軽減だけではだめ。研究者

にアメだけ与えるのは国費を投入

する以上不合理。研究評価が鞭と

してのツールととらえられているよう

だが、必ずしもそれは正しくなく、評

価はあくまで研究者選別のための

物ではなく、研究者を鼓舞させるよ

うな仕組みの物。むしろ、申請書記

載のフォーマットの統一以上に、使
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用経費の公開時のフォーマット統一

の方が緊張感を持った対応が可

能。入り口だけでなく出口対応も必

要。なお、重複排除に関して、総合

科技会議が行っている総合データ

ベースは、各省庁にに入力をさせる

方式であり、捕捉率に難があること

も認識が必要。 

843 会社員 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

無駄な消費電力を省き、温室効果ガ

ス排出削減に寄与する情報通信ネッ

トワークシステムの最適化に関する研

究開発は推進すべきものだと思いま

す。 

様々な情報システムがクラウド化さ

れ、クラウドサービス市場が今後急

速に拡大していく昨今では、その情

報処理を担うデータセンタの消費電

力やクラウド化に伴うネットワーク

全体の消費電力の増加が問題とな

っています。低炭素社会形成に向

けた技術開発今後とも進めていくべ

きだと感じます。 

    

844 その他 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

再生可能エネルギーへの転換促進、

原子力発電利用の推進、化石資源の

効率的使用促進は、相反する面があ

り、どの発電方法にどの程度の重点

を置くのかはっきりしない。また、世界

に先駆けた環境先進国となるために

は、いずれは原子力発電、火力発電

を再生可能エネルギーによる発電に

移行させるべきである。移行には時間

がかかるため、さし当たって火力発電

の効率化は重要だが、原子力発電を

推進するのは将来像に反していると

思われます。 

化石資源を用いた火力発電につい

ては、二酸化炭素のゼロエミッショ

ン化に成功しても化石資源枯渇問

題の解決にはならないことから、本

当の意味で環境先進的な技術では

ない。原子力発電については、高レ

ベル放射性廃棄物の処分問題、ウ

ラン資源の枯渇問題、放射物質漏

洩による環境汚染の観点から環境

にやさしい技術とはいい難い。以上

から、再生可能エネルギーへの転

換を最重要課題として取り組むべき

と考えます。 

食糧安全保障の観点から食糧自給率

の回復が重要であり、市場競争力の

ある農産物育種、病害虫耐性品種の

育種による生産コストの低下など、国

内農業分野の研究にも重点をおくべ

きだ。また日本の有する植物科学の

高い研究力を、国内のみでなくアジア

諸国における食糧問題解決、バイオ

エネルギー生産に発揮させることが求

められており、このことが日本国の食

糧安全保障および再生可能エネルギ

ー利用にも重要である。 

日本の植物科学分野における研究

力は世界的にも非常に高いレベルの

ものである。国内における農産物育

種、バイオエネルギー生産のための

栽培植物の研究・育種に高い貢献が

期待できる。また、国土が小さく資源

の少ない日本国は、国民への食糧供

給の安全を保障し、高いバイオエネ

ルギー生産を望むには、近隣のアジ

ア諸国との協力が重要である。日本

の植物科学の研究力はアジア諸国

における食糧問題解決、バイオエネ

ルギー生産に大きな貢献が期待でき

る。 

845 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

「グリーン・イノベーション」において、

緑地保全的な課題があるべきと考え

ます。 

低炭素化社会を目指すのであれ

ば、単に CO2 の排出量を減らすと

いうだけではなく、植物のCO2固定

（吸収、変換）能を活用した、積極的

な CO2 低減策、も必要ではないで

しょうか？。 

 農業は一種の環境破壊ではあり

ますが、農地で作られている作物
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は全て CO2 を吸収するわけで、こ

れらを維持保全することにより一定

の CO2 削減効果が狙えます。現

状、地方では、高齢化、後継者不

足、輸入農産物による価格の下落・

収入減少等により、（元々少ない）

自然林の保全はもとより、既存の農

地の維持すら困難になっており、こ

のような事態をなるべく改善する施

策が必要と考えています。 

846 研究者 

４．競争的

資金の使

用ルール

等の統一

化関係 

ポスドクに対する競争的資金適用の

ルールについて専従の考え方を柔軟

にすべき。将来を担うポスドクの知見

を広めるために、委員会活動、学会な

どプロジェクト以外の仕事についての

従事を何らかの形で許すことを明文

化できないか。 

将来を担うポスドクの知見を広める

ために、委員会活動、学会などプロ

ジェクト以外の仕事についての従事

も必要であるため 

    

847 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

新規テーマを立ち上げ、実用化まで

持って行くには産官学の連携と潤沢

な資金が必要である。 

また、技術に対する保護や保証につ

いて国の対応の早さが求められる。 

世界中が環境技術に投資している

中で、この技術を実用化するには

最先端かつ革新的な技術開発とス

ピードが重要である。研究が遅けれ

ば海外に後れを取り、技術を買う羽

目になる。 

    

848 研究者 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

「予防医学の推進による罹患率の低

下」の対象とする疾患に、是非がんも

含めてほしい。 

がんに関して、診断・治療に関する

研究・開発が必要な事は当然であ

るが、10 万人ゲノムコホートの解析

により得られる情報から、予防、あ

るいは天寿がんとして、寿命より発

がんを遅らせるための情報が何か

必ずあるはずだと思うため。今まで

も易罹患性に関する研究は行われ

てきたけれど、これからも是非がん

も対象として取り上げて欲しい。 

基礎研究へのサポートの充実。 

最近は、すぐに結果に結びつく研究

ばかり求められる事が多いが、深い

基礎研究があってこその応用がある

と思うので、地味な基礎研究であって

も、サポートするだけの懐の深さが欲

しい。他国の研究の物まね等ですぐ

に結果を出すことを求めるのではな

く、基礎を大事にしていただかない

と、日本の本当のサイエンスは育た

ないと思う。 

849 その他 その他 

このアクションプランでは、重要技術

のみしか記載されておらず、それ以外

についての記載が不足。それ以外に

ついても記載を担保すべき。 

科学技術は、グリーンイノベーショ

ン及びライフイノベーションだけでは

ない。日本人の悪い癖として、重要

技術を表に出せばそれ以外は不必

要と誤解される。一方で、既にカビ

の生えた技術であっても、それらを
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継続していかない限り、それらの技

術が必要になったとき対処できなく

なる恐れあり。技術の継続性という

意味で基本技術がオーパーツとな

らないようにすること、国家安全保

障の観点から重要。 

850 その他 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

「がん」の治癒率の向上のためには、

医工連携・産官連携によりスムーズに

行う体制を作り継続して行うことが必

要だと考えます。それを公平に進める

ためには、政府の支援と体制作りが

必須であると考えます。 

企業による新規薬剤（個別がん医

療に特化した抗がん剤・診断薬）の

開発により、死亡率の低下、低侵襲

の治療、医療費の削減など、最終

的に国民のがん医療の高度化に貢

献できるものと考えます。 

    

851 会社員 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

「予防医学の推進による罹患率の低

下」の方策として「高機能性成分農林

水産物の開発とそれを活用した食生

活による病気予防との関係の解明」を

追加すべき 

アルツハイマーは重要な疾患であ

るが、対象を限定しすぎである。広

く生活習慣病を射程とすべきであ

る。また、高度な治療と合わせて国

民が高額な医療費や入院治療とい

った非日常的な暮らしを余議される

のではなく、普通の暮らしのなかで

の予防行動を支援することが重要

である。そのもっとも効果的なのが

毎日の食事習慣を通じて予防する

ことであり、消費者もそれを望んで

いる。しかし現時点では農林水産

物、食費、食事と生活習慣病の予

防効果の関係は科学的なエビデン

スがほとんどなく、消費者のニーズ

にこたえられていないため、総合的

に早急に取り組むべき。 

    

852 研究者 

１．基本的

考え方関

係,３．ライ

フ・イノベー

ション関係 

ライフイノベーションについて、高齢化

社会を迎えた我が国において健康の

維持を目指した研究を加速するという

狙いそのものについては賛同いたし

ますが、その研究手法については随

分偏りがあるようです。アクションプラ

ンには是非、基礎から応用研究を含

めモデル動物を用いた研究手法の重

要性を認識した政策を盛り込んでいた

だきたいと思います。 

次世代シーケンサーの実用化が進

み、多サンプルからのヒトゲノムを

解析する必要性はあります。ただ

し、膨大なデータを収集し、そこから

疾患メカニズムを推測することはで

きますが、実験を行い実証を積み

重ねなければ、それは不確定な情

報です。不確定な情報を基に社会

に応用すれば大きな混乱を生じる

ことになるでしょう。そのために、ウ

健康促進を目指した研究は人間社会

において重要なものでしょう。しかし、

昨今ではそれに偏りすぎていると思い

ます。研究自体に大きな格差が生じ

すぎています。ヒトに関してだけでな

く、もっと、広い分野で基礎科学、基礎

の生物学研究を長期的な視野で行え

るような研究環境を整備して頂きたい

と思います。 

大人の生活において知的好奇心を

満たすことは心に潤いをもたらしま

す。ヒトに関してだけでなく地球、さら

に宇宙全体の細々な知識を共有する

ことは、様々な国、人種、民族の間に

ある垣根を取り払うのに役立ちます。

そのような実益を認識し、研究成果

の価値というものを見直すことが必

要です。多くの国民は上記の実益を

理解していると私は感じています。 
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ェットな実験は重要で、そして、実験

はいきなり生身の人体に対して施

すことは不可能です。したがって、

「実験」を行うために、適切なモデル

となる動物や細胞を用いた研究が

重要なのです。 

853 会社員 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

ものつくり製造現場やオフィスビル、

家庭でのグリーン化を多角的、効果

的な視点でエネルギー利用状況とい

う事実を把握するそこにイノベーション

のキーが潜んでいると考えます。効果

を具体的に生むべく、エネルギー使用

状況を把握するツールを作り出すこと

がグリーンイノベーションの第一歩な

のでは無いでしょうか。これら把握情

報を上位のスマートグリッドに繋げて

いくことが、より効果的なグリーンイノ

ベーションとなると考えます。そのため

に、革新的な状況把握デバイスなど

の研究に先行投資することが重要で

す。 

現状では、全く把握していないか、

大まかなエネルギー利用状況把握

しかできておらず、個別の節約を啓

蒙することが主体となっていたの

で、効果が限られていました。ここら

辺で発想を転換し、国の大きな施

策の中で、きめの細かい利用情報

を的確に吸い上げることが大きなイ

ノベーションにつながると考えた次

第です。 

日本の強みとすべき点を考えた場

合、ものつくりを主体とした研究開発

投資にもっと力を入れることも重要だ

と考えます。 

ものつくりの現場、自動車、家電や情

報機器そのものの高度化の中で、こ

の視点を科学技術における重要な研

究開発課題と捉えるか否か、その成

果による先見性により世界のグリー

ンイノベーションをリーするポリシーを

持つかどうか、がわが国が地球社会

の一員としてのミッションであると考

えます。 

854 研究者 

２．グリー

ン・イノベー

ション関係 

グリーン・イノベーションの課題内容の

修正を求めます。「グリーン」という言

葉を掲げ、気候変動問題の克服や環

境先進国を目指す、というのならば、

植物（緑）の力を利用して、環境問題

と食糧問題を一気に克服するような

『夢』の技術の確立を目指す、植物科

学研究を課題として全面にだすべきで

す。そうでなくて、現提案のような課題

を推進するつもりならば、「グリーン」

の文字は外すべきだと思います。 

国民目線で考えると、「グリーン・イ

ノベーション」と言いながら、太陽光

発電、原子力発電、火力発電、電

気自動車、省エネ、情報家電、と電

気（エネルギー）の事ばかりを羅列

して研究する内容は、看板と中身

が違っていて、言葉は悪いですが

「詐欺」の様に感じると思います。

PDF 版をよく読むと「社会インフラの

グリーン化」の中に、気候変動の影

響から暮らしを守る、として、食糧生

産の適応、生物多様性の保全、な

どが挙げられていますが、扱いが

小さすぎて、分かりにくいです。こち

らを全面に出すのが、素直な考え

方ではないでしょうか？ 

食糧問題について、政府としての指針

をお持ちなのか？ 常々、こちらから、

逆にお尋ねしたいと思っております。

日本の自給率はこのまま低下の一途

で構わないと考えているのでしょう

か？ 先の世界的な穀物高騰で明ら

かになったように、自国民を養えるだ

けの食糧を自前で用意できないような

国は、とても安全な国とは言えませ

ん。「グリーン」という言葉を使いなが

ら、農業、植物、生命科学、に関連す

る課題がごく僅かしかないような、アク

ションプランを設定するような政府で

は、とても心配です。 

地球環境変動による生物圏の悪化を

防ぐことこそが、人間の生活を守る事

に直結しているということは、自明の

理だと思います。そして、目的遂行の

ためには、人間以外の生物に対する

深い理解（生命科学研究の推進）が

必要である事も、当然の帰結である

と思います。グリーン・イノベーション

と言いながら、生命科学、食糧問題、

植物科学、に関連した課題が無いに

等しい現行案からは、現政府は、本

当に、国民の生活を守ろうとしている

のだろうか？ という疑念が浮かびま

す。 

855 会社員 
１．基本的

考え方関
制度改革には賛成。 

概算要求後の予算調整という流れ

は、確かに妙である。大方針があっ

天然資源がない日本にとって、科学・

技術分野での競争優位性を高めるこ

高齢者の日常生活の状況を的確に

把握し、必要な情報やサービスの提
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係 て予算の配分を決定すべき。 と意外に国としての生き残りはない。

予算・集中配分の対象分野が、グリー

ン、ライフイノベーションであることに

は大いに賛同できる。なｋでも、高齢

者の生活支援において、ネットワーク

ロボット技術の重要性は高い。 

供を可能にする技術開発は必要であ

り、ネットワークロボット技術は、その

実現にもっとも適したものだと考え

る。 

856 研究者 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

現在の人間社会が直面する重要な課

題の一つである地球温暖化の原因で

ある温室効果ガスである CO2 削減、

GHG 削減において、バイオ技術の有

用性を正確にとらえ、わが国が取るべ

き研究開発のアクションプランの中に

明確に記載すべきである。その内容

は、石油燃料をバイオ燃料に転換す

るのみならず、有機素材原料を石油

から、CO2 を無限の太陽エネルギー

を使って有機物素材として固定する唯

一の再生可能資源である植物由来物

質へ転換することで、トータルとして排

出 CO2 を削減できるバイオ技術開発

である。 

海外においては、有機物資源を石

油から植物由来へ転換する技術に

は、政府による積極的な資源投資

がなされ研究開発がヒートアップし

ている。２０２０年に CO2 ２５％削

減という国際政治公約がありなが

ら、そこへのバイオ技術の貢献が、

アクションプランの中にはエネルギ

ーについてしか触れられていない。

わが国がこれまで培ってきて、世界

に対し優位性を持つと考えられる、

生物機能を活用するモノづくりバイ

オ燃料の研究開発について、わが

国の競争力のある研究開発・産業

技術分野として、今後ともに推進す

べきである。 

医療費の圧迫原因の一つである生活

習慣病の増加、超高齢者社会の出現

に対し、疾病予防、健康寿命の延伸

が重要な方策であるが、それに資す

る機能性食品の開発研究とその評価

方法の確立について、アクションプラ

ンに中にも記載すべきである。 

特定保健用食品制度の導入された

機能性食品には表示できる j 機能に

限定があり、また、表記方法に不自

然な枠がはまっており、制度として消

費者への理解が普及していない。現

在、医療品として使われている物質

にも、食品として扱うことが消費者へ

のメリットが高いと考えられるものも

多い。この食薬区分の問題は、いつ

も安全サイトに偏った基準で健康に

有用な食品としての記憶に制限がか

かる。医薬として扱うべき機能と、不

断の研究開発の方向性をアクション

プランに記載すべきである。 

857 団体職員 

３．ライフ・

イノベーシ

ョン関係 

エネルギー利用の省エネ化テーマ⑤

ヒートポンプの高効率化と低コスト化

について・・・ヒートポンプシステムの

LCCP 評価に基づく、総合的施策を構

することが必須である。 

ヒートポンプシステムによる省エネ

化では、熱力学的エネルギー利用

効率の評価が先行しているが、重

要なことは冷媒等作動媒体の俳出

（供給使用廃棄時）による科学的評

価を見込み、その管理をシステムを

トータルで構築すべきである。 

    

858 研究者 

１．基本的

考え方関

係 

ここで示されている平成２３年度科学・

技術重要施策アクション・プランは予

算要求手法の変更にすぎない。 

ボトムアップ型の予算要求をトップ

ダウン型に変更した場合、「司令

塔」としての「総合科学技術会議」

は、広く各界の意見を聞き、その集

約が必要であるが、その経過が全く

見えない。これは政治主導ではなく

「思いつき主導」である。 

「府省連携を促進する」して解決すべ

き課題（イノベーション）は、「我が国の

強み」を活かしたものであってはなら

ない。 

我が国の「強みになっている課題は、

民間に任せても対応が十分可能であ

る。「司令塔」が本当に「我が国の成

長を実現する」つもりなら、我が国の

最大の「弱み」である「食糧問題」を

最優先に取り上げ、科学・技術重要

施策が不可欠である。「弱み」の解決

には、国家的な対応が不可欠であ

る。 

859 会社員 ２．グリー エネルギー利用の省エネ化について グリーンイノベーションにおいては、     
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ン・イノベー

ション関係 

は、自動車や住宅等の各種システム

に活用される ICT だけを抽出してエネ

ルギー消費の増加を論じるのではな

く、ICT を利活用したシステム全体で

のエネルギー消費として評価すること

が重要。また、自動車・住宅等、（企業

でなく）一般市民が利用するものにつ

いては特に、技術開発のみならずそ

の普及拡大まで政策として一貫性を

持って推進することが必要。さらに、

ICT 分野の R&D においては、例えば

「超高速近距離無線伝送技術の研究

開発」施策のように通信速度向上と省

電力化を同時に実現する技術開発ス

キームが極めて重要。 

例えば自動車や住宅の省エネ化を

図る上でも ICTが重要な役割を担う

ため、今後も省エネ化を進める上で

ICT 利活用は増大する傾向のた

め、その ICT部分のみを抽出してエ

ネルギー消費増加を促えると利活

用が促進されず、結果として社会の

省エネ化が進まない。過去及び諸

外国の例から、国民に対し省エネ

製品等を選択的に使用する積極的

なインセンティブが無いと普及が進

まない可能性が高い。情報通信機

器には今後さらに高速・大容量通

信が求められるため、未利用周波

数帯の利用促進技術と省電力化技

術を同時に開発することが重要。 

 




